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まえがき 

 

本強度計算方法は，工事計画認可申請書に添付するクラス２管の強度計算について説明するもの

である。 

本書は，以下により構成される。 

第一部 クラス２管の基本板厚計算方法 

第二部 クラス２管の応力計算方法
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第一部 クラス２管の基本板厚計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本計算方法は，発電用原子力設備のうちクラス２管の基本板厚計算書（以下「強度計算書」

という。）について説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建設規格」

という。）及び昭和45年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技

術基準」（以下「告示第５０１号」という。）により行う。 

設計・建設規格各規格番号及び告示第５０１号各条項と強度計算書との対応は，表1-1に

示すとおりである。 

(2) 設計・建設規格及び告示第５０１号に計算式の規定がないものについては，他の規格及び

基準を適用して行う。 

日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という。）と強度計算書との対応は，表1-2に示すとおり

である。 

(3) 強度計算書で計算するもの以外の管継手は，以下に掲げる規格（形状及び寸法に関する部

分に限る。）又は設計・建設規格 別表4に掲げるものとし，接続配管のスケジュール番号

と同等以上のものを使用する。（設計・建設規格 PPC-3415） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２３１２（2001）「配管用鋼製突合せ溶接式管継手」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２３１３（2001）「配管用鋼板製突合せ溶接式管継手」 

c. ＪＩＳ Ｂ ２３１６（1997）「配管用鋼製差込み溶接式管継手」 

(4) 強度計算書で計算するもの以外のフランジ継手については，以下に掲げる規格（材料に関

する部分を除く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用する。（設計・建設規

格 PPC-3414） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996）「鋼製管フランジ通則」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２２３９（1996）「鋳鉄製管フランジ通則」 

c. ＪＩＳ Ｂ ８２１０（1994）「蒸気用及びガス用ばね安全弁」 

(5) 管の接続 

管と管を接続する場合は，設計・建設規格 PPC-3430により溶接継手又はフランジ継手と

する。 
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表 1-1 設計・建設規格各規格番号及び告示第５０１号各条項と強度計算書との対応 

設計・建設規格 規格番号 

告示第５０１号 条項 

強度計算書の計算式  

（章節番号）  

  

第 58 条 

  第 1 項第 1号 

       第 2号 

     第 3号 

 

PPC-3411（直管） 

PPC-3411(1) 

PPC-3411(2) 

PPC-3411(3) 

2.2 

2.2.1 

 

 

 

 

2.2.2 

2.4 

2.5 

 

 

管の板厚計算（告示第５０１号） 

 

 

 

 

管の板厚計算（設計・建設規格） 

鏡板の強度計算（フランジ部） 

レジューサの強度計算（フランジ

部） 

PPC-3412（曲げ管） 

PPC-3411（直管）を準用する。 

  

PPC-3413（平板） 

 

2.3 平板の強度計算 

PPC-3414（フランジ） 

PPC-3414(1) 

PPC-3414(2) 

PPC-3414(3) 

 

2.7 フランジの強度計算 

（1.2(4) フランジ継手） 

 

PPC-3415（管継手） 

PPC-3415(1) 

 

 1.2(3)管継手 

 

PPC-3415.1（レジューサ） 

PPC-3415.1(1) 

PPC-3415.1(2) 

PPC-3415.1(3) 

 

準用 

PVC-3124.2(外面に圧力を受ける円

すい形の胴の厚さ) 

 

2.5 レジューサの強度計算 

 

 

 

 

 

レジューサの強度計算（円すい及

びすその丸みの部分（外面に圧力

を受けるもの）） 

 

 

備考 
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設計・建設規格 規格番号 

告示第５０１号 条項 

強度計算書の計算式
備考 

（章節番号） 

PPC-3415.2（鏡板） 

PPC-3415.2(1) 

PPC-3415.2(2) 

 

 

2.4 鏡板の強度計算 

 

 

 

PPC-3416（伸縮継手） 2.8 伸縮継手の強度計算 

 

第 60 条 

準用 

第 31 条 

第 2 項第 2号イ，ハ 

第 5 項第 1号 

第 2 号イ，ロ 

第 6 項第 1号イ，ロ，ハ 

第 2 号イ，ロ，ハ 

     第 3号 

     第 4号 

第 5 号 

第 6 号イ，ロ 

     第 7号イ 

 

 

PPC-3420（穴と補強） 

PPC-3421 

PPC-3422 

PPC-3423 

PPC-3424 

 

PPC-3422(3) 

 

2.6 

2.6.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6.2 

 

 

 

 

 

2.3 

 

管の穴と補強計算（告示第５０１

号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管の穴と補強計算（設計・建設規

格） 

 

 

 

 

平板の強度計算 
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表 1-2 ＪＩＳと強度計算書との対応 
 

ＪＩＳ 強度計算書の計算式 
備考 

No. 項 （章節番号） 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）

「圧力容器の構造－一般事項」附

属書 3（規定）「圧力容器のボルト

締めフランジ」 

2 

3 

4 

5 

2.7 フランジの強度計算* 

 

注記 ＊：設計・建設規格 PPC-3414(2)によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造

－一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書 3（規定）「圧力

容器のボルト締めフランジ」を用いて計算を行う。 

 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1) 強度計算書は，本計算方法と各配管の強度計算書からなる。 

(2) 各配管の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本計算方法による

ものとする。 

(3) 各配管の強度計算書において，ＮＯ．の番号は概略系統図の丸で囲んだ番号を表す。 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表1-3に示すとおりとする。 

表 1-3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

 下記以外の圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

 最高使用圧力 MPa － － 小数点以下第 2位 

 
外面に受ける最高

の圧力 
MPa － － 

 

小数点以下第 2位＊2 

 

温度 ℃ － － 整数位 

許容応力＊１ MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

 下記以外の長さ mm 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

長 計算上必要な厚さ mm 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

 最小厚さ mm 小数点以下第 3位 切捨て 小数点以下第 2位 

さ ボルト谷径 mm － － 小数点以下第 3位 

 ガスケット厚さ mm － － 小数点以下第 1位 

面積 mm
2
 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

角度 ゜ 
小数点以下第 2位 

(小数点以下第 1 位)＊4
四捨五入 

小数点以下第 1位 

(整数位)＊4 

注記 ＊1：設計・建設規格 付録材料図表及び告示第５０１号 別表に記載された温度の中間に

おける許容引張応力及び設計降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第１位

を切り捨て，整数位までの値とする。（告示第５０１号は非ＳＩ単位をＳＩ単位に換

算する。） 

＊2：必要に応じて小数点以下第 3 位を用いる。 

＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊4：管の穴と補強計算の主管と分岐管とのなす角度に用いる。 

圧 
 
 

 

力 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。 

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合は，

次のように表示する。 

    相当材記号 相当（当該材記号） 

（例1）  SM400A 相当（SMA400AP） 

（例2）  SCMV3-1 相当（ASME SA387 Gr.11Cl.1） 

(2) 管の強度計算書において管の製造方法の区別を表示するので，材料表示としては，製造方

法の区別を特に表示しない。 

（継目無管：S，溶接管：W） 

(3) 強度区分により許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳで定める強度区分

を付記する。 

（例） 

設計・建設規格の表示 計算書の表示 

付録材料図表 

Part5 表 5 の許容 

引張応力の上段 

SCMV3-1 

付録材料図表 

Part5 表 5 の許容 

引張応力の下段 

SCMV3-2 

(4) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に該当する

厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例）SS400（16mm＜径≦40mm） 

(5) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は，各計算「記号の説明」の「計算書の表示」によ

る。 

（例）NON-ASBESTOS 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力（ｙ）は， 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3によりガスケットメーカ推奨値を適用する。 

 

1.6 概略系統図の管継手及び仕様変更点の表示方法 

(1) 管継手の表示方法 

概略系統図において，計算対象となる管と管継手の区別をするために管継手のみの管番号

に“＊”を付け，概略系統図中に“注記＊：管継手”と表示する。 

(2) 管の仕様変更点の表示方法 

概略系統図中，管の途中において仕様変更が生じた場合は“    ”のように表示する。 

SCMV3

SCMV3
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2. クラス２管の強度計算方法 

発電用原子力設備のうちクラス２管の強度計算に用いる計算式と記号を以下に定める。 

2.1 共通記号 

特定の計算に限定せず，一般的に使用する記号を共通記号として次に掲げる。 

なお，以下に示す記号のうち，各計算において説明しているものはそれに従う。 

 

設計・建設

規格又は 

告示第５０１

号の記号 

計算書の表示 表示内容 単位 

 ＮＯ． 管，平板，鏡板，レジューサ，管の穴，フラン

ジ及び伸縮継手等の番号 

 数字のみ：管 

 Ｂ：平板 

 Ｃ：鏡板 

 Ｒ：レジューサ 

 Ｔ：管の穴 

 Ｆ：フランジ 

 Ｅ：伸縮継手 

 ＳＰ：穴あき管 

－ 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力（内圧） MPa 

Ｐｅ
＊ Ｐｅ 外面に受ける最高の圧力 MPa 

 Ｑ 厚さの負の許容差 ％，mm 

η 

 

 

η 

 

 

継手の効率 

管及び鏡板は設計・建設規格 PVC-3130 によ

る。レジューサは設計・建設規格 PVC-3130 及

び PVC-3140 による。 

告示第５０１号より計算を実施する場合，告示

第５０１号第 31 条第 3項第 1 号による。 

－ 

 

 

   注記＊：告示第５０１号で使用されていない記号 
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2.2 管の板厚計算 

   管の強度計算は，告示第５０１号第 58 条第 1 項又は設計・建設規格 PPC-3411 を適用する。 

2.2.1 管の板厚計算（告示第５０１号） 

(1) 記号の説明 

告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｄ０ Ｄｏ 管の外径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

告示第５０１号 別表第 4 及び別表第 5 によ

る。 

MPa 

ｔ ｔ 管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔｏｐ 管の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｒ 管に必要な厚さ mm 

 ｔｓ 管の最小厚さ mm 

 ｔｔ 炭素鋼鋼管の告示第５０１号上必要な最小厚さ mm 

 算式 ｔｒとして用いる値の算式 － 

 製法 

S 

 

継目無管 

－ 

 W 溶接管  
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(2) 算式 

管に必要な厚さは，次に掲げる値のいずれか大きい方の値とする。 

a. 内面に圧力を受ける管 

告示第５０１号第58条第1項第1号により求めた値：ｔ 

Ｐ2・Ｓ・η＋0.8・

Ｐ・Ｄ
ｔ＝

ｏ
   ····························································  (A) 

b. 外面に圧力を受ける管 

告示第５０１号第58条第1項第2号により求めた値：ｔｏｐ 

 ················································  (B) 
c. 炭素鋼鋼管の告示第５０１号上必要な最小厚さ：ｔｔ 

告示第５０１号第58条第1項第3号により求めた値   ································  (C) 
(3) 評価 

ｔ，ｔｏｐ又はｔｔのいずれか大きい方の値をｔｒとする。 

管の最小厚さ（ｔｓ）≧管に必要な厚さ（ｔｒ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項及びc項の文字Ａ，Ｂ及びＣに対応する。 

b. 曲げ管は，管に必要な厚さが確保されている場合は，直管と同等に考えるものとし，

表示はしないものとする。 
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2.2.2 管の板厚計算（設計・建設規格） 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｂ Ｂ 外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～

図 20 により求めた値（Ｂを求める際に使用し

た板の厚さは繰返し計算により最終的にｔｏｐ

となる。） 

－ 

Ｄ０ Ｄｏ 管の外径 mm 

  管の座屈の長さ mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による。 

MPa 

ｔ ｔ 管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔｏｐ 管の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｒ 管に必要な厚さ mm 

 ｔｓ 管の最小厚さ mm 

 ｔｔ 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ mm 

 算式 ｔｒとして用いる値の算式 － 

 製法 

S 

 

継目無管 

－ 

 W 溶接管  

 



 

 1-11

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
4
 R
0 

(2) 算式 

管に必要な厚さは，次に掲げる値のいずれか大きい方の値とする。 

a. 内面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPC-3411(1)の式より求めた値：ｔ 

Ｐ2・Ｓ・η＋0.8・

Ｐ・Ｄ
ｔ＝

ｏ
   ·····························································  (A) 

b. 外面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPC-3411(2)の図PPC-3411-1より求めた値。ただし，図から求められ

ない場合は次の式より求めた値：ｔｏｐ 

4・Ｂ

・Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ
ｏｐ    ···································································  (B) 

c. 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ：ｔｔ 

設計・建設規格 PPC-3411(3)の表PPC-3411-1より求めた値   ··················  (C) 
(3) 評価 

ｔ，ｔｏｐ又はｔｔのいずれか大きい方の値をｔｒとする。 

管の最小厚さ（ｔｓ）≧管に必要な厚さ（ｔｒ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項及びc項の文字Ａ，Ｂ及びＣに対応する。 

b. 曲げ管は，管に必要な厚さが確保されている場合は，直管と同等に考えるものとし，

表示はしないものとする。 
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2.3 平板の強度計算 

平板の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3413及び設計・建設規格 PPC-3422(3)を適用す

る。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号

計算書の表示 表示内容 単位 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 設計・建設規格の表 PPC-3413-1 に規定する方

法によって測った平板の径又は最小内のり 

mm 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の

小さい方の径 

mm 

 ｄｈ 穴の径 mm 

Ｆ Ｆ 全体のボルトに作用する力 N 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は継手接

触面に加える圧縮力 

N 

ｈｇ ｈｇ ボルトのピッチ円の直径とｄとの差の 2分の 1 mm 

Ｋ Ｋ 平板の取付け方法による係数 － 

  フランジの長さ mm 

ｍ ｍ ｔｒ／ｔｓ － 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書

3 表 2 による。） 

－ 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 － 

ｒ ｒ すみの丸みの内半径 mm 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号

計算書の表示 表示内容 単位 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における平板材料の許容引張応力

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による 

MPa 

σａ Ｓａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7

による 

MPa 

σｂ Ｓｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応

力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7

による 

MPa 

 Ｓｘ ボルトの許容引張応力（Ｓａ又はＳｂのいずれか

小さい方の値） 

MPa 

 Ｓ１ 最高使用温度におけるねじ込み輪，分割リング

等の機械的装置の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による 

MPa 

ｔ ｔ 平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔｃ ｔｃ 平板のすみ肉ののど厚 mm 

ｔｆ，ｔ ｔｆ 平板のフランジ部の厚さ mm 

ｔｗ ｔｉ 平板ののど厚 mm 

ｔｎ ｔｎ ガスケット溝を考慮した平板の厚さ mm 

ｔ ｔｐ 平板の最小厚さ mm 

 ｔｐｏ 平板の呼び厚さ mm 

ｔｓ ｔｓ 管の最小厚さ mm 

ｔｒ ｔｒ 継目のない管の計算上必要な厚さ mm 

ｔｗ，ｔｗ１ ｔｗ 平板の溶接部の深さ mm 

ｔｗ２ ｔｗ２ 平板の溶接部の長さ mm 

Ｗ Ｗ パッキンの外径又は平板の接触面の外径内の面

積に作用する全圧力 

N 

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 2 によ

る。） 

N/mm2 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号

計算書の表示 表示内容 単位 

π π 円周率 － 

 σｐ 平板に作用する力によって生じる応力 MPa 

 NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート － 

 SUS-NON-

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット(非石綿)(ステンレス鋼)

 

－ 

 ガスケット座

面の形状 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 2 による。 － 

 平板の取付け

方法 

平板の取付け方法で設計・建設規格 PPC-3413

の表 PPC-3413-1 による。 

－ 

(ａ)～(ｎ) 2A～2N 取付け方法の表示区分  
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(2) 形状の制限 

取付け方法 
形状の制限 

（ａ） 

 

 

 

無し 

（ｂ） 

 

 ｄ≦600mm，ｄ／20≦ｔｐ＜ｄ／4 かつ， 

ｒ≧0.25・ｔｆであること。 

（ｃ） 

 

 ｔｆ≧2・ｔｓかつ，ｒ≧3・ｔｆであること。 

（ｄ） 

 

 ｔｆ≧ｔｓかつ，ｒ≧1.5・ｔｆであること。 

（ｅ） 

 

 ｒ≧3・ｔｆであること。 

ｔｆ

ｒ≧3・ｔｆ 

ｔｐ

ｄ
 

ｔ

溶接部中心 

ｔｐ 

ｄ

r≧0.25・ｔｆ 

ｔｐ 

ｔｆ

ｄ
 

ｒ≧3・ｔｆ 

ｔｆ≧2・ｔｓｔｆｔｓ

ｔｐ

ｄ
 

ｒ≧1.5・ｔｆ 

ｔｐ
ｔｓ

ｔｆ≧ｔｓ 
ｔｆ

ｄ
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取付け方法 形状の制限 

（ｆ） 

 

 0.8・Ｓ１≧σｐであること。 

（ｇ） 

 

 0.8・Ｓｘ≧σｐであること。 

（ｈ） 

 

 ｔｉ≧2・ｔｒかつ，ｔｉ≧1.25・ｔｓであるこ

と。 

（ｉ） 

 

 ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓ，ｔｗ≧ｔｓかつ， 

ｔｓ≧1.25･ｔｒであること。 

  

分割リング 

ｔｐ

ｄ
 

ｔｐ

ｄ
 

ｔ
ｓ
 

ｔｐ

ｔｗ２

ｔ
ｗ
 

ｄ
 

ｔｗ＋ｔｗ２≧2･ｔｓ 

ｔｗ≧ｔｓ 

ｔｐ

ｄ
 

ね
じ
込
み
輪 

ｔｉ

ｔ
ｓ
 

45° 
以下 ｄ

 

ｔｐ
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取付け方法 形状の制限 

（ｊ） 

 

 (1) 平板が鍛造品で，かつ，平板の面からの開

先角度が 45°未満の場合 

ｔｗ≧Min（0.5・ｔｓ，0.25・ｔｐ）かつ， 

ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6mm）であること。 

(2) (1)以外の場合 

ｔｗ≧Min（ｔｓ，0.5・ｔｐ）かつ， 

ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6mm）であること。 

（ｋ） 

 

 ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6mm）であること。 

（ ） 

 

 ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓであること。 

  

ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓ 

ｄ
 

ｔｐ

ｔｗ２

ｔ
ｓ
 

ｔ
ｗ
 

ｔｓ

ｔｃ

ｄ

ｔ
ｐ
 

ｔｃ

ｔ
ｓ
 

ｄ
 

ｔｐ

ｔｗ

ｔｃ

ｔ
ｃ
 

ｔ
ｓ
 

ｄ
 

ｔｐ

ｔ
ｗ
 

ｔｓ
ｔｃ

ｔｃ

ｄ

ｔ
ｐ
 

ｔ
ｗ
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取付け方法 形状の制限 

（ｍ） 

 

 無し 

（ｎ） その他の場合 無し 

 

ｔｐ

ｔｎ

ｈ
ｇ
 

ｄ
 

ｄ
 

ｈ
ｇ
 

ｔｐ
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(3) 算式 

平板の計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

a. 平板に穴がない場合 

Ｓ

Ｐ・Ｋ
＝ｄ・ｔ    

Ｋの値は以下による。 
 

取付け方法 
 

 

（ａ） 0.17 

（ｂ） 0.13 

（ｃ） 0.17 

（ｄ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ 

（ｅ） 0.17＊1 

0.10 

（ｆ） 0.20 

（ｇ） 0.20＊2 

（ｈ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ 

（ｉ） 0.33 

（ｊ）  

（ｋ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ  

（ ）  

（ｍ） 0.20＋
Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈｇ
 

ただし，ｔｎの厚さの場合は 
＊3

ｇ

Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈ
 

（ｎ） 0.50 
 

注記 ＊1：取付け方法（ｅ）の場合 

ｔｆからｔｓへ移行するテーパが 1 対 4 又はそれより緩やかであり，かつ，以

下の(a)又は(b)いずれかの場合，Ｋ＝0.10 とできる。 

(a) ｆ
ｆ

ｓ
ｄ・ｔ・ 

ｔ

ｔ
1.1－0.8・ 

２

２

≧   の場合 

(b) 管が ｓｄ・ｔ2・  以上の長さにわたって

ｆｆｓ ｄ・ｔ／1.1－・1.12・ｔ≧ｔ   の場合 

Ｋの値 
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注記 ＊2：取付け方法（ｇ）の場合のσｐは以下による。 

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガ

スケット座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

6.35≦ｂｏ mm の場合 

－ＮＧ＝Ｇ

ｂ＝ｂ

ｓ

ｏ
 

＞6.35ｂｏ mm の場合 

－2・ｂＧ＝Ｇ

ｂｂ＝2.52・

ｓ

ｏ   

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 3 による。 

ｄ＝Ｇ 

(b) 計算上必要なボルト荷重 

イ. 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

・Ｐ・Ｇ
4

π
Ｈ＝  

２  

Ｗ＝Ｈ 

Ｈｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍｇ・Ｐ 

ただし，Ｐは 2.7 項(1)のフランジの強度計算の記号の説明による。 

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

・ｎ ・ｄ
4

π
＝Ａ

)，Ａ＝Max(ＡＡ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

２

２１

２
２

１
１

ｂｂ

ｍｍ ｍ

ａ

ｍ
ｍ

ｂ

ｍ
ｍ

  

 

  

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 
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(d) フランジの計算に用いるボルト荷重 

)Ｗ,Ｆ＝Max(Ｗ

・Ｓ 
2

＋ＡＡ
＝Ｗ

＝ＷＷ

ｇｏ

ａ
ｂｍ

ｇ

ｍｏ １

 

(e) 平板に作用する力によって生じるボルトの応力 

ｂ
ｐ

Ａ

Ｆ
＝σ  

注記 ＊3：取付け方法（ｍ）の場合のＦ，ｈｇ，Ｗ及びｄは以下による。 

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガ

スケット座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

6.35≦ｂｏ mm の場合 

－ＮＧ＝Ｇ

ｂ＝ｂ

ｓ

ｏ
 

＞6.35ｂｏ mm の場合 

－2・ｂＧ＝Ｇ

ｂｂ＝2.52・

ｓ

ｏ   

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 3による。 

ｄ＝Ｇ 

(b) 計算上必要なボルト荷重 

イ. 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

・Ｐ ・Ｇ
4

π
Ｈ＝ ２  

Ｗ＝Ｈ 

・Ｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍＨ ｇＰ  

ただし，Ｐは 2.7 項(1)のフランジの強度計算の記号の説明による。 

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

  

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 
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(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

・ｎ・ｄ
4

π
＝Ａ

)，ＡMax(Ａ＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

２

２１

２
２

１
１

ｂｂ

ｍｍｍ

ａ

ｍ
ｍ

ｂ

ｍ
ｍ

   

 

(d) フランジの計算に用いるボルト荷重 

)，ＷＦ＝Max(Ｗ

・Ｓ 
2

＋ＡＡ
＝Ｗ

＝ＷＷ

ｇｏ

ａ
ｂｍ

ｇ

ｍｏ １

 

(e) 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

2

Ｃ－Ｇ
＝ｈｇ  

 

b. 平板に穴を設ける場合は，設計・建設規格 PPC-3422(3)により平板の計算上必要な厚さ

を，次の式より計算した値とする。 

(a) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1以下の場合 

Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

ただし，Ｋの値は（ｍ）の取付け方法を除き 0.375 以上とすることを要しない。 

(b) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1を超える場合 

Ｓ

2.25・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

 

(4) 評価 

平板の最小厚さ（ｔｐ）≧平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

 

(5) 補足 

a. 取付け方法は，設計・建設規格 PPC-3413の表PPC-3413-1の条件を満足するものとする。 

b. スペクタクルフランジの取付け方法は（ｇ）タイプとする。 

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 
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2.4 鏡板の強度計算 

鏡板の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3415.2及び設計・建設規格 PPC-3411を適用す

る。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｂ Ｂ 中高面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～

図 20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔとなる。） 

－ 

Ｄ Ｄ 半だ円形鏡板の内面における長径 mm 

Ｄ０ Ｄｏ 鏡板が取り付けられる管の外径 

（フランジ部の外径に同じ。） 

mm 

 Ｄｏｃ さら形鏡板の外径 mm 

ｈ ｈ 半だ円形鏡板の内面における短径の 2 分の 1 mm 

Ｋ Ｋ 半だ円形鏡板の形状による係数 － 

Ｋ ＫＫ 半だ円形鏡板の中高面に圧力を受ける場合の計

算に用いる係数 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)f.の表 PPC-

3415.2-1 による。 

－ 

Ｒ Ｒ さら形鏡板の中央部における内半径又は全半球

形鏡板の内半径 

mm 

Ｒ ＲＤ さら形又は全半球形鏡板の中央部の外半径 

ＲＤ＝Ｒ＋（最小厚さ） 

mm 

Ｒ ＲＲ 半だ円形鏡板の外面の長径 

ＲＲ＝Ｄ＋2・（最小厚さ） 

mm 

ｒ ｒ さら形鏡板のすみの丸みの内半径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による。 

MPa 

ｔ ｔ 鏡板の鏡部及びフランジ部の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

 ｔｃｏ 鏡板の公称厚さ mm 

Ｗ Ｗ さら形鏡板の形状による係数 － 

 形式 鏡板の形式及び計算箇所を示す名称 － 

 算式 ｔとして用いる値の算式 － 
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(2) 算式 

鏡板の計算上必要な厚さは，次に掲げる値とする。 

a. さら形鏡板鏡部 

形状は設計・建設規格 PPC-3415.2(1)a.により以下とする。 

mm50≧ｒ 　

0.06・Ｄ≧ｒ 　

3・ｔ≧ 　ｒ

Ｒ≧Ｄ

ｏｃ

ｃｏ

ｏｃ

 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)a.の式PPC-1.12又は設計・建設規格 PPC-3415.2(2)b.

の式PPC-1.14より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
ｔ＝  ······························································  (A) 

ただし， 

ｒ

Ｒ
3＋ ・

4

1
Ｗ＝  

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

・ＲＰ
ｔ＝

Ｄｅ
  ············································································  (A') 

b. 全半球形鏡板鏡部 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)c.の式PPC-1.15又は設計・建設規格 PPC-3415.2(2)d.

の式PPC-1.16より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ
ｔ＝   ·····························································  (B) 

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

ＲＰ
ｔ＝

Ｄ・ｅ
  ············································································  (B') 
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c. 半だ円形鏡板鏡部 

形状は設計・建設規格 PPC-3415.2(1)c.により以下とする。 

2・ｈ

Ｄ
≧2  

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)e.の式PPC-1.17又は設計・建設規格 PPC-3415.2(2)f.

より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｄ・Ｋ
ｔ＝   ·····························································  (C) 

ただし， 
２

2・ｈ

Ｄ
2＋ ・

6

1
Ｋ＝  

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

・Ｒ・ＫＰ
ｔ＝

ＲＫｅ
  ····································································  (C') 

d. 鏡板のフランジ部 

設計・建設規格 PPC-3411により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  ··································································  (D) 
(b) 外面に圧力を受ける管  ··································································  (D') 
(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  ·································  (D'') 

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。 

(3) 評価 

鏡板の最小厚さ（ｔｃ）≧鏡部（上段）及びフランジ部（下段）の計算上必要な厚さ（ｔ）

ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字A，A'，B，B'，C，C'，D，

D'及びD''に対応する。 
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2.5 レジューサの強度計算 

レジューサの強度計算は，設計・建設規格 PPC-3415.1（設計・建設規格 PVC-3124.2準用）

及び設計・建設規格 PPC-3411を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｂ Ｂ 外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～

図 20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔ３となる。） 

－ 

Ｄｉ Ｄｉ 円すいの部分がすその丸みの部分に接続する部

分の軸に垂直な断面の内径 

mm 

Ｄ０ Ｄｏ レジューサのフランジ部の外径 mm 

 Ｄｏ  大径端側の外径 mm 

Ｋ Ｋ 設計・建設規格 PPC-3415.1(3)の図 PPC-

3415.1-1 より求めた係数 

－ 

ｒ，ｒ０，ｒｓ ｒ 円すいのすその丸みの部分の内半径 

（円すいの丸みの外半径） 

mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による。 

MPa 

Ｓ Ｓ１ 最高使用温度における設計・建設規格 付録材

料図表 Part5 表 5 又は表 6 に定める値の 2

倍，又は設計・建設規格 付録材料図表

Part5 表 8 に定める値の 0.9 倍の値のいずれか

小さい方の値 

MPa 

ｔ ｔ レジューサの計算上必要な厚さ mm 

 ｔ１ 円すいの部分の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ２ すその丸みの部分の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ３ 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｓ レジューサの最小厚さ mm 

 ｔｓ  大径端側の最小厚さ mm 

Ｗ Ｗ 円すいの形状による係数 － 

θ θ 円すいの頂角の 2 分の 1 ゜ 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

 算式 ｔとして用いる値の算式（計算上必要な厚さが

最大となる算式） 

－ 

 端部記号 大径端，小径端及びフランジ部を示す名称 － 

 

(2) 算式 

レジューサの計算上必要な厚さは，次に掲げる値とし，大径端側及び小径端側のそれぞれ

について計算を行う。 

a. 円すいの部分（内面に圧力を受けるもの） 

設計・建設規格 PPC-3415.1(1)a.の式PPC-1.8より求めた値 

）Ｓ・η－0.6・Ｐ（ 2・cosθ・

Ｄ Ｐ・
＝ｔ

ｉ
１   ························································  (A) 

b. すその丸みの部分（内面に圧力を受けるもの） 

大径端側 

設計・建設規格 PPC-3415.1(1)b.の式PPC-1.9より求めた値 

）Ｓ・η－0.1・Ｐ（ 4・cosθ・

・Ｗ・Ｄ Ｐ
＝ｔ

ｉ
２   ···················································  

ただし， 

cosθ 2・ｒ・

Ｄ
3＋ ・

4

1
Ｗ＝

ｉ
 

小径端側 

設計・建設規格 PPC-3415.1(3)の式PPC-1.11より求めた値 

2・Ｓ＋0.8・Ｐ

Ｐ・Ｄ
・

η

Ｋ
＝ｔ

ｏ
２   ······························································  

ただし，Ｋは設計・建設規格 PPC-3415.1(3)の図PPC-3415.1-1より求めた値 

c. レジューサのフランジ部 

設計・建設規格 PPC-3411により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  ······························································  (C） 

(b) 外面に圧力を受ける管  ······························································  (C') 
(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  ·····························  (C'') 

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。 

(B) 
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d. 円すい及びすその丸みの部分（外面に圧力を受けるもの） 

設計・建設規格 PVC-3124.2により求める。 

(a) 円すいの頂角の2分の1が22.5°以下のもの 

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍以下の場合 

4・Ｂ

・Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ
３   ···································································  (D) 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍を超える場合 

次の2つの式より計算したいずれか大きい方の値 

１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・

2

Ｄ
＝ｔ

2.167

）／Ｂ＋0.0833Ｐ（ ・Ｄ
＝ｔ

ｅｏ

ｅｏ

  
  ··················································  (D') 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

(b) 円すいの頂角の2分の1が22.5°を超え60°以下のもの 

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍以下の場合 

4・Ｂ

）－2・ｔＤ（ ・3・Ｐ
＝ｔ

ｓｏｅ
３   ····················································  (D'') 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，ｔｓ＝ｔｓ ，長さは（Ｄｏ －2・ｔｓ ）とする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍を超える場合 

次の2つの式より計算したいずれか大きい方の値 

１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・

2

）－2・ｔＤ（
ｔ

2.167

）／Ｂ＋0.0833Ｐ（ ・ ）－2・ｔＤ（
＝ｔ

ｅｓｏ

ｅｓｏ

  
  ···································  (D''') 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，ｔｓ＝ｔｓ ，長さは（Ｄｏ －2・ｔｓ ）とする。 

(3) 評価 

大径端側及び小径端側のそれぞれについて，レジューサの最小厚さ（ｔｓ）≧レジューサ

の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，ＮＯ.(レジューサの番号)に＊印の付いているものは，偏心レジューサを示す。 

b. 偏心レジューサの場合のθは，円すいの頂角をそのまま使用する。 

c. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字A，B，C，C'，C''，D，D'，

D''及びD'''に対応する。 
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2.6 管の穴と補強計算 

2.6.1 管の穴と補強計算（告示第５０１号） 

管の穴と補強計算は，告示第５０１号第 60条（第 31条第 2項，第 5項及び第 6項準用）

を適用する。告示第５０１号に関する記載は，全て直管又は曲げ管の場合のみに限る。 

(1) 記号の説明 

 告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
 

号 

Ｂ 

 

 

 

Ｄ，Ｄｏ 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

 

 

 

Ｓ 

 

ｔｓ 

 

ｔ，ｔｓｒ 

η 

 

Ｂ 

 

 

 

Ｄｏｒ 

ｄ 

ｄｆｒ 

Ｋ 

 

 

Ｑｒ 

Ｓｒ 

 

ｔｒ 

ｔｒｏ 

ｔｒｒ 

η 

 

 

 

外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

告示第５０１号 別図第 1～第 8 により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計算に

より最終的にｔｂｒ及びｔｒｒとなる。） 

主管の外径 

断面に現われる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 

ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ1.82・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝

 

 

主管の厚さの負の許容差 

最高使用温度における主管の材料の許容引張応力 

告示第５０１号 別表第 4 又は別表第 5による。 

主管の最小厚さ 

主管の公称厚さ 

主管の計算上必要な厚さ 

継手の効率 

穴が管の長手継手を通る場合 

告示第５０１号第 60 条（第 31 条第 3 項第 1 号準

用）に規定する効率 

その他の場合は 1.00 とする。 

－ 

 

 

 

mm 

mm 

mm 

－ 

 

 

％，mm 

MPa 

 

mm 

mm 

mm 

－ 
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 告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

 Ａ 

 

 

 

 

Ａｒ 

 

 

 

 

 

 

Ａｓ 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄｉ 

 

 

 

ｄ 

 

 

 

Ｆ 

 

 

Ａ０ 

Ａ１ 

Ａ２ 

Ａ３ 

Ａ４ 

Ａｒ 

ＡｒＤ 

Ａ０Ｄ 

Ａ１Ｄ 

Ａ２Ｄ 

Ａ３Ｄ 

Ａ４Ｄ 

Ａｓｒ 

Ａｓｏ 

Ａｒｉ 

Ａｏｉ 

Ａｒｓ 

Ａ２ｓ 

Ａ３ｓ 

Ａ４ｓ 

Ｄｉｂ 

Ｄｉｒ 

Ｄｏｂ 

Ｄｏｅ 

ｄＤ 

ｄｆｒＤ 

ｄｒ１ 

ｄｒ２ 

Ｆ 

 

Ｆ１ 

Ｆ２ 

Ｆ３ 

穴の補強に有効な面積の総和 

穴の補強に有効な主管部の面積 

穴の補強に有効な管台部の面積 

穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

穴の補強に有効な強め材部の面積 

穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に有効な面積の総和 

大穴の補強に有効な主管部の面積 

大穴の補強に有効な管台部の面積 

大穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

大穴の補強に有効な強め材部の面積 

2 つの穴の間の主管の必要な断面積 

2 つの穴の間の主管の断面積 

2 つの穴の補強に必要な面積 

2 つの穴の間にある補強に有効な面積 

隣接する穴の補強に必要な面積 

隣接する穴の補強に有効な管台部の面積 

隣接する穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

隣接する穴の補強に有効な強め材部の面積 

管台の内径 

主管の内径 

管台の外径 

強め材の外径 

断面に現われる隣接する穴の径 

大穴の補強を要しない限界径 

補強を要しない穴の最大径 

補強を要しない穴の最大径 

告示第５０１号第 60 条（第 31 条第 6 項第 1 号ロ

(イ)準用）により求められる係数 

すみ肉溶接のせん断応力係数 

突合せ溶接の引張応力係数 

突合せ溶接のせん断応力係数 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

  

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
 

号 
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 告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｐ 

 

Ｓ 

 

 

Ｓ 

 

 

 

 

 

ｔｎ 

 

ｔ 

 

 

Ｌ 

ＬＡ 

 

ＬＡＤ 

 

ＬＮ 

 

ＬＮＤ 

 

Ｌｓ 

Ｌ１ 

 

Ｌ２ 

Ｐ 

Ｑｂ 

Ｓｂ 

 

 

Ｓｅ 

 

 

Ｓｗ１ 

Ｓｗ２ 

Ｓｗ３ 

ｔｂ 

ｔｂｎ 

ｔｂｒ 

ｔｅ 

Ｗ 

Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ 

2 つの穴の径の平均値の 3 分の 4 倍の値 

穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な

範囲 

穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に

有効な範囲 

主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範

囲 

主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有

効な範囲 

2 つの穴の中心間の距離 

管台のすみ肉部の脚長（A 形，B 形）又は管台補強

部の短辺長さ（C 形） 

強め材のすみ肉部の脚長  

最高使用圧力又は外面に受ける最高の圧力 

管台の厚さの負の許容差 

最高使用温度における管台の材料の許容引張応力 

告示第５０１号 別表第 4 及び別表第 5による。 

 

最高使用温度における強め材の材料の許容引張応力

告示第５０１号 別表第 4 及び別表第 5による。 

 

すみ肉溶接の許容せん断応力 

突合せ溶接の許容引張応力 

突合せ溶接の許容せん断応力 

管台の最小厚さ 

管台の公称厚さ 

管台の計算上必要な厚さ 

強め材の最小厚さ 

溶接部の負うべき荷重 

管台取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

mm 

mm 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

mm 

 

mm 

MPa 

％，mm 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

N 

N 

 

  

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
 

号 
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 告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

  

 

 

 

 

 

θ 

 

Ｗｅ３ 

Ｗｅ４ 

Ｗｅ５ 

Ｗｅｂｐ１

Ｗｅｂｐ２

Ｗｅｂｐ３

α 

π 

形式 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

強め材取付部突合せ溶接部の許容引張力 

強め材取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

分岐管の中心線と主管の中心線との交角 

円周率 

管台の取付け形式 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

゜ 

－ 

－ 

直
管
又
は
曲
げ
管
の
記
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(2) 計算手順及び算式 

a. 穴の形状 

管に設ける穴は，告示第５０１号第60条（第31条第5項第1号準用）により円形又はだ

円形であること。 

b. 管台の取付け形式 

図2-1～図2-3に管台の取付け形式及び予想される破断形式を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側の脚

長の破断形式のみを図示する。 

 

 

ｔ
ｒ

ｒ
 

Ａｒ

ｄ 

α 

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ 

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ 

Ｌ
Ｎ

 

Ｄ
ｉ

ｒ

Ｄ
ｏ

ｒ

ｔ
ｒ

 
ｔ

ｒ
ｏ

Ｌ
１

 

Ｌ１

ＬＡ ＬＡ 

Ｗｅ３

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

予想される破断形式 
・    を通る破断 
・       を通る破断 

Ｗｅ１

Ｗｅ２

Ａ２

Ａ３

Ａ１

Ｗｅ１ Ｗｅ２ 

Ｗｅ３ 

C L 

 

 

 

図 2-1 A 形（強め材のない場合） 
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Ｌ
Ｎ

 

Ｄ
ｉ

ｒ

Ｄ
ｏ

ｒ

ｔ
ｅ

 
ｔ

ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

ｔ
ｒ

ｒ
 

Ｌ
２

 

Ｌ
１

 
Ｌ２

Ｌ１

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

予想される破断形式 
・       を通る破断 
・       を通る破断 
・       を通る破断 

Ａｒ

ｄ 

α 

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ 

Ｄｏｅ

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ 

ＬＡ ＬＡ 

Ｗｅ３

Ｗｅ１

Ｗｅ２

Ａ２

Ａ３

Ａ１

Ａ４

Ｗｅ４

Ｗｅ５

Ｗｅ１ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ４ 

Ｗｅ２ Ｗｅ５ 

C L 

 

 

図 2-2 B 形（強め材のある場合） 
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Ｄ

ｏ
ｒ

 
Ｄ

ｉ
ｒ

 
ｔ

ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

ｔ
ｒ
ｒ

 

ｔｂｎ

ｔｂ

Ａｒ

d 

α 
ＬＡ ＬＡ 

Ａ２

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

注記＊：本形式における補強に有効な面積Ａ３はＡ形及びＢ形と同様に

Ａ３＝(Ｌ１)２･sinα･Ｓｂ／Ｓｒ（上記   部）として算出す

るものとし，同補強部外側の余肉部（上記   部）は，補強

面積評価上は考慮しない。 

Ａ３
＊

ｔｂｒ

Ｄｉｂ

Ｄｏｂ 

Ｌ
Ｎ

 

Ｌ１

Ｌ
１

 

Ａ３

Ａ１

C L 

 

 

 

図 2-3 C 形（一体形で強め材のない場合） 
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c. 穴の補強の要否 

穴の補強の要否は，告示第５０１号第60条（第31条第5項第2号イ，ロ準用）を適用す

る。 

(a) 算式 

補強を要しない穴の最大径は，次のイ項又はロ項で計算した値のいずれか大きい値

（ｄｆｒ）とする。 

イ. 管に設ける穴であって，穴の径が61mm以下で，かつ，管の内径の4分の1以下の穴

（ｄｒ１） 

ロ. 管に設ける穴であって，イ項に掲げるものを除き，穴の径が200mm以下で，かつ，

告示第５０１号第60条（第31条第5項第2号ロ準用）により求めた値以下の穴（ｄｒ２） 

３
２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｒｏｒｒ  

ただし，Ｋの値は次の算式による。  

ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ.82・Ｓ1

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

ただし，Ｋ＞0.99 の場合はＫ＝0.99 とする。 

(b) 評価 

補強を要しない穴の最大径（ｄｆｒ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）ならば，穴の

補強計算及び溶接部の強度計算は必要ない。 

必要な場合は，d項以降による。 

d. 穴の補強に有効な範囲 

穴の補強に有効な範囲は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第1号イ準用）を適用

する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＡ）は，次の2つの式

より計算したいずれか大きい方の値 

＝ｄＬＡ  又は ｂｒ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

 (b) 主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＮ）は，次の2つの式よ

り計算したいずれか小さい方の値 

ｒ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｅｂ＋ｔ＝2.5・ｔＬＮ  

e. 主管の厚さの計算 

主管の計算上必要な厚さ（ｔｒｒ）は，告示第５０１号第60条（第31条第2項第2号イ並

びにハ準用）を適用する。 

1.2・Ｐ-2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

・ηｒ

iｒ
ｒｒ   ·······················································  （内圧） 

 

Ｂ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｒ
ｒｒ   ····································································  （外圧）
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f. 管台の厚さの計算 

管台の計算上必要な厚さ（ｔｂｒ）は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第1号ロ

(ロ)準用）を適用する。 

－1.2・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｂ

ｉｂ
ｂｒ  ···························································  （ 内 圧 ） 

 

Ｂ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｂ
ｂｒ   ·······································································  （ 外 圧 ） 

g. 穴の補強計算 

穴の補強計算は，告示第５０１号第60条（第31条第6項準用）を適用する。 

(a) 算式 

イ. 補強に必要な面積 

   補強に必要な面積は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第1号ハ準用）を適用

する。 

Ｆ・＝ｄ・ｔＡ rｒｒ  

ロ. 補強に有効な面積 

     補強に有効な面積は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第1号ロ，第4号及び第

5号準用）を適用する。 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｒｒｒ１

ｒ

ｂ
ｂｒｂ

Ｓ

Ｓ
・α・Ｌ・cosec ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ Ｎ２    

ｒ

ｂ

Ｓ

Ｓ
α・・sin）Ｌ（＝Ａ ２

１３    

ｒ

ｅ

ｒ

ｅ
ｅｏｂｏｅ

Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＋

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－ＤＤ（＝Ａ ２

２４        

（強め材が有効範囲ＬＡ内にある場合） 

ｒ

ｅ
ｅｏｂ

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－Ｄ2・Ｌ（＝Ａ Ａ４    

（強め材が有効範囲ＬＡの外まである場合） 

４３２１０ ＋Ａ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(b) 評価 

穴の補強に有効な面積（Ａ０）＞穴の補強に必要な面積（Ａｒ）ならば穴の補強は

十分である。 
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h. 大穴の補強の要否 

大穴の補強の要否は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第3号準用）を適用する。 

(a) 算式 

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ） 

イ. Ｄｉｒが1500mm以下の場合 

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／2 

ただし，500mmを超える場合500mmとする。 

ロ. Ｄｉｒが1500mmを超える場合 

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／3 

ただし，1000mmを超える場合1000mmとする。 

(b) 評価 

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）ならば大穴

の補強計算は必要ない。 

必要な場合は，ｉ項以降による。 
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i. 大穴の補強に有効な範囲 

大穴の補強に有効な範囲は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第1号イ準用）を適

用する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 大穴の補強における管台の取付け形式 

図2-4～図2-6に大穴の補強における管台の取付け形式を示す。 
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Ｄｏｂ

Ｄｉｂ

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ
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ｔ
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Ｌ
１
 

Ｌ１

ＬＡＤ ＬＡＤ 

ＡｒＤ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ２Ｄ

C L 

 

 

 

図 2-4 A 形（強め材のない場合） 
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Ｌ
１
 

Ｌ１
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Ｌ２
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補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

ＡｒＤ

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ４Ｄ

Ａ２Ｄ
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図 2-5 B 形（強め材のある場合） 
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Ｌ
Ｎ
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補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

注記＊：本形式における補強に有効な面積Ａ３ＤはＡ形及びＢ形と同様に 

Ａ３Ｄ＝(Ｌ１)２・sinα・Ｓｂ／Ｓｒ（上記   部）として算出 

するものとし，同補強部外側の余肉部（上記   部）は，補強 

面積評価上は考慮しない。 

ＡｒＤ

ｄ

ＬＡＤ

Ａ３Ｄ
＊

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ

Ｄｉｂ

Ｄｏｂ 

Ｌ１

Ｌ
１
 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ２Ｄ
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図 2-6 C 形（一体形で強め材のない場合） 
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(b) 穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲 

Ｌ
ｄ

2

ｄ

4
ＡＤ＝ ＋  

(c) 主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲 

ＮＮＤ＝ＬＬ  

j. 大穴の補強計算 

大穴の補強計算は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第3号準用）を適用する。 

(a) 算式 

イ. 大穴の補強に必要な面積 

Ａ
2

3
ｒ ｒＤ

  
＝ ・Ａ  

ロ. 大穴の補強に有効な面積 

－ｄ）・Ｌ2）･（－Ｆ・ｔ・ｔ＝（Ａ ＡＤＤ ｒｒｒ１    

Ａ２ ２Ｄ＝Ａ  

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ
ｄ

4

Ｓ

Ｓ
２Ｄ ＮＤｂｒ

ｂ

ｒ
＝2・ －ｔ ・cosec ・Ｌ ・  

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ３ ３Ｄ＝Ａ  

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ３Ｄ＝ 0 

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ４ ４Ｄ＝Ａ  

（強め材が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ 3・
ｄ

2

Ｓ

Ｓ
４Ｄ ｏｂ ｅ

ｅ

ｒ
＝ －Ｄ ・cosec ・ｔ ・  

（強め材が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ０ １ ２ ３ ４Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋Ａ  

(b) 評価 

大穴の補強に有効な面積（Ａ０Ｄ）≧大穴の補強に必要な面積（ＡｒＤ）ならば大穴

の補強は十分である。 
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k. 2つ穴の補強計算 

2つ以上の穴の補強に有効な範囲が重なり合う場合の補強計算は，告示第５０１号第60

条（第31条第6項第2号準用）を適用する。 

以下，直管の2つ穴の計算方法を示す。 

(a) 算式 

イ. 2つの穴の間にある主管の必要な断面積 

Ａｓｒ ｓ ｒｒ＝0.7・Ｌ ・ｔ ・Ｆ  

ロ. 2つの穴の間にある主管の断面積 

Ａ Ｌ
ｄ＋ｄ

2
ｓｏ ｓ ｒ

Ｄ
＝ － ・ｔ  

(b) 算式 

2つの穴の径の平均値の3分の4倍の値 

2

＋ｄｄ
・＝Ｌ

Ｄ

3
4

 

(c) 算式 

イ. 2つの穴の補強に必要な面積 

ｒｓｒｒｉ ＋ＡＡ＝Ａ  

Ａｒ及びＡｒｓは 1つの穴の計算に準じる。 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積 

４ｓ４３ｓ３２ｓｒｒｒｓｏｉ ＋ＡＡ＋＋ＡＡ＋＋ＡＡ）＋－ｔｔ（・
2

＋ｄｄ
－Ｌ＝Ａ ２

Ｄ      

Ａ２，Ａ２ｓ，Ａ３，Ａ３ｓ，Ａ４及びＡ４ｓは，1つの穴の計算に準じる。 

(d) 評価 

穴の補強は，以下の条件を満足すれば十分である。 

イ. 2つの穴の間にある主管の断面積（Ａｓｏ）≧2つの穴の間にある主管の必要な断面 

積（Ａｓｒ） 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積（Ａｏｉ）≧2つの穴の補強に必要な面積 

（Ａｒｉ） 

ハ. 2つの穴の中心間の距離（Ｌｓ）≧2つの穴の径の平均値の3分の4倍（Ｌ） 

ニ. それぞれの穴に共通な強め材の断面積（Ａ４）≧2 つの穴の補強に必要な面積 

（Ａｒｉ） 

l. 溶接部の強度計算 

溶接部の強度計算は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第6号，第7号準用）を適用

する。 

ただし，C形に関しては評価すべき溶接部がないため，強度計算は行わない。 
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(a) 算式 

イ. 溶接部の負うべき荷重 

ｒｒｒｒｒｒｒ Ｓ－ｄ）･・Ｌ2）･（－Ｆ・ｔ・ｔ－（・Ｓ＝ｄ・ｔＷ Ａ       

ロ. 溶接部の許容応力 

３３

２２

１

・Ｆ＝ＳＳ

・Ｆ＝ＳＳ

・Ｆ＝ＳＳ

ｒ

ｒ

ｒ１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

 

ハ. 溶接部の破断強さ 

／2・Ｓ・Ｌ＝π・ＤＷ

・Ｓ・ｔ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

・Ｓ・Ｌ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

１２５

２４

３３

３２

１１１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

ｏｅｅ

ｅｂｅ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ

 

ニ. 予想される破断箇所の強さ 

(イ) A形の管台形式の場合 

Ｗｅｂｐ ｅ１ ３＝Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ３  

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ２ １ ２＝Ｗ ＋Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ ｅ１ ２＋Ｗ  

(ロ) B形の管台形式の場合 

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ１ １ ３＝Ｗ ＋Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ ｅ１ ３＋Ｗ  

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ２ ２ ４＝Ｗ ＋Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ ｅ２ ４＋Ｗ  

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ３ ２ ５＝Ｗ ＋Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ ｅ２ ５＋Ｗ  

(b) 評価 

イ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0以下の場合 

溶接部の強度は十分とみなし，溶接部の強度計算は行わない。 

ロ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0を超える場合 

溶接部の負うべき荷重（Ｗ）≦予想される破断箇所の強さ（ Ｗｅｂｐ１ ，

Ｗｅｂｐ２ ，Ｗｅｂｐ３ ）ならば溶接部の強度は十分である。 

(3) 補足 

a. 穴の補強計算，大穴の補強計算及び2つ穴の補強計算において面積の計算をする際，

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

ｂ

ｒ

ｂ ｅ

ｒ
又は, が1を超える場合は，値を1として計算する。 

b. 断面が長手軸となす角度により求めた係数Ｆは，1として計算する。 
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2.6.2 管の穴と補強計算（設計・建設規格） 

管の穴と補強計算は，設計・建設規格 PPC-3420 を適用する。 

(1) 記号の説明 

 設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
 

号 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｄ 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

 

 

Ｓ 

 

 

ｔｓ 

 

ｔｓｒ，ｔｒ３ 

η 

 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｄｏｒ 

ｄ 

ｄｆｒ 

Ｋ 

 

 

Ｑｒ 

Ｓｒ 

 

 

ｔｒ 

ｔｒｏ 

ｔｒｒ 

η 

 

 

 

 

 

 

 

外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～図

20 により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計算に

より最終的にｔｂｒ及びｔｒｒとなる。） 

主管の外径 

断面に現われる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 

ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ1.82・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝  

 

主管の厚さの負の許容差 

最高使用温度における主管の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 によ

る。 

主管の最小厚さ 

主管の公称厚さ 

主管の計算上必要な厚さ 

継手の効率 

穴が管の長手継手を通る場合 

穴が鏡板を継ぎ合わせて作る場合の当該継手を通る

場合 

穴が管と全半球形鏡板との接合部の周継手を通る場

合 

設計・建設規格 PVC-3130 に規定する効率 

その他の場合は 1.00 とする。 

－ 

 

 

 

 

mm 

mm 

mm 

－ 

 

 

％，mm 

MPa 

 

 

mm 

mm 

mm 

－ 
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 設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

鏡 
 
 

 
 

板 
 
 

 
 

の 
 

 
 

 

記 
 

 
 

 
号 

Ｂ 

 

 

 

 

 

Ｄ 

 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

Ｋ１ 

 

 

 

Ｋ 

 

 

 

Ｒ 

 

Ｓ 

 

 

ｔｓ 

 

ｔｓｒ，ｔｒ１

Ｗ 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｄ 

Ｄｏ 

 

ｄ 

ｄｆｒ 

Ｋ 

Ｋ１ 

 

 

 

ＫＫ 

 

 

 

Ｒ 

 

Ｓ 

 

 

ｔｃ 

ｔｃｏ 

ｔｃｒ 

Ｗ  

中高面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～図

20 により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計算に

より最終的にｔｂｒ及びｔｃｒとなる。） 

鏡板の内面における長径 

鏡板が取り付けられる管の外径 

（フランジ部の外径に同じ。） 

断面に現われる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 

半だ円形鏡板の中底面に圧力を受ける場合の計算に

用いる係数 

設計・建設規格 PPC-3424(1)の表 PPC-3424-1 及び

表 PPC-3424-2 による。 

半だ円形鏡板の中高面に圧力を受ける場合の計算に

用いる係数 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)f.の表 PPC-3415.2-

1 による。 

さら形鏡板の中央部における内面の半径又は全半球

形鏡板の内半径 

最高使用温度における鏡板の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 によ

る。 

鏡板の最小厚さ 

鏡板の公称厚さ 

鏡板の計算上必要な厚さ 

さら形鏡板の形状による係数  

－ 

 

 

 

 

mm 

mm 

 

mm 

mm 

－ 

－ 

 

 

 

－ 

 

 

 

mm 

 

MPa 

 

 

mm 

mm 

mm 

－  
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 設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

平 
 

板 
 

の 
 

記 
 

号 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

Ｓ 

 

 

ｔ 

ｔｓ 

 

ｔｓｒ，ｔｒ２

 

 

(ａ)～(ｎ) 

ｄ 

ｄＨ 

Ｋ 

Ｓ 

 

 

ｔ 

ｔｃ 

ｔｃｏ 

ｔｃｒ 

取付け方法

 

2A～2N 

平板の径又は最小内のり 

断面に現われる穴の径 

平板の取付け方法による係数 

最高使用温度における平板材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 によ

る。 

補強を要しない平板の計算上必要な厚さ 

平板の最小厚さ 

平板の呼び厚さ 

平板の計算上必要な厚さ 

平板の取付け方法で設計・建設規格 PPC-3413 の表

PPC-3413-1 による。 

取付け方法の表示区分 

mm 

mm 

－ 

MPa 

 

 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 
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 設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

 Ａ 

 

 

 

 

Ａｒ 

 

 

 

 

 

 

Ａｓ 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄｉ 

 

 

 

 

 

 

ｄ 

Ｆ 

 

 

Ａ０ 

Ａ１ 

Ａ２ 

Ａ３ 

Ａ４ 

Ａｒ 

ＡｒＤ 

Ａ０Ｄ 

Ａ１Ｄ 

Ａ２Ｄ 

Ａ３Ｄ 

Ａ４Ｄ 

Ａｓｒ 

Ａｓｏ 

Ａｒｉ 

Ａｏｉ 

Ａｒｓ 

Ａ２ｓ 

Ａ３ｓ 

Ａ４ｓ 

Ｄｉｂ 

Ｄｉｒ 

Ｄｏｂ 

Ｄｏｅ 

ｄＤ 

ｄｆｒＤ 

ｄｒ１ 

ｄｒ２ 

Ｆ 

 

Ｆ１ 

Ｆ２ 

Ｆ３ 

穴の補強に有効な面積の総和 

穴の補強に有効な主管部の面積 

穴の補強に有効な管台部の面積 

穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

穴の補強に有効な強め材部の面積 

穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に有効な面積の総和 

大穴の補強に有効な主管部の面積 

大穴の補強に有効な管台部の面積 

大穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

大穴の補強に有効な強め材部の面積 

2 つの穴の間の主管の必要な断面積 

2 つの穴の間の主管の断面積 

2 つの穴の補強に必要な面積の 2 分の 1の面積 

2 つの穴の間にある補強に有効な面積 

隣接する穴の補強に必要な面積 

隣接する穴の補強に有効な管台部の面積 

隣接する穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

隣接する穴の補強に有効な強め材部の面積 

管台の内径 

主管の内径 

管台の外径 

強め材の外径 

断面に現われる隣接する穴の径 

大穴の補強を要しない限界径 

補強を要しない穴の最大径 

補強を要しない穴の最大径 

設計・建設規格 PPC-3424(1)b.により求められる

係数 

すみ肉溶接のせん断応力係数 

突合せ溶接の引張応力係数 

突合せ溶接のせん断応力係数 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

  

共 
 

通 
 

記 
 

号 
 

（
管 

の 

穴 

と 
補 

強 

計 

算
） 
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 設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐ，Ｐｅ 

 

Ｓ 

 

 

Ｓ 

 

 

 

 

 

ｔｎ 

 

ｔｎｒ 

 

 

Ｌ 

ＬＡ 

 

ＬＡＤ 

 

ＬＮ 

 

ＬＮＤ 

 

Ｌｓ 

Ｌ１ 

 

Ｌ２ 

Ｐ 

Ｑｂ 

Ｓｂ 

 

 

Ｓｅ 

 

 

Ｓｗ１ 

Ｓｗ２ 

Ｓｗ３ 

ｔｂ 

ｔｂｎ 

ｔｂｒ 

ｔｅ 

Ｗ 

Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ 

2 つの穴の径の平均値の 1.5 倍の値 

穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な

範囲 

穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に

有効な範囲 

主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範

囲 

主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有

効な範囲 

2 つの穴の中心間の距離 

管台のすみ肉部の脚長（A 形，B 形）又は管台補強

部の短辺長さ（C 形）* 

強め材のすみ肉部の脚長 * 

最高使用圧力又は外面に受ける最高の圧力 

管台の厚さの負の許容差 

最高使用温度における管台の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 によ

る。 

最高使用温度における強め材の材料の許容引張応力

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 によ

る。 

すみ肉溶接の許容せん断応力 

突合せ溶接の許容引張応力 

突合せ溶接の許容せん断応力 

管台の最小厚さ 

管台の公称厚さ 

管台の計算上必要な厚さ 

強め材の最小厚さ 

溶接部の負うべき荷重 

管台取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

mm 

mm 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

mm 

 

mm 

MPa 

％，mm 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

N 

N 

注記 ＊：設計・建設規格の図 PPC-4010-4 による。 

  

共 
 

通 
 

記 
 

号 
 

（
管 
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穴 

と 
補 
強 

計 

算
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 設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

  

 

 

 

 

 

θ 

 

Ｗｅ３ 

Ｗｅ４ 

Ｗｅ５ 

Ｗｅｂｐ１

Ｗｅｂｐ２

Ｗｅｂｐ３

α 

π 

形式 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

強め材取付部突合せ溶接部の許容引張力 

強め材取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

分岐管の中心線と主管の中心線との交角 

円周率 

管台の取付け形式 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

゜ 

－ 

－ 

共
通
記
号
（
管
の
穴
と
補
強
計
算
）
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(2) 計算手順及び算式 

a. 穴の形状 

管に設ける穴は，設計・建設規格 PPC-3421(2)により円形又はだ円形であること。 

b. 管台の取付け形式 

図 2-1～図 2-5 に管台の取付け形式及び予想される破断形式を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側の脚長

の破断形式のみを図示する。 

 

 

ｔ
ｒ

ｒ
 

Ａｒ

ｄ 

α 

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ 

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ 

Ｌ
Ｎ

 

Ｄ
ｉ

ｒ

Ｄ
ｏ

ｒ

ｔ
ｒ

 
ｔ

ｒ
ｏ

Ｌ
１

 

Ｌ１

ＬＡ ＬＡ 

Ｗｅ３ 

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

予想される破断形式 
・    を通る破断 
・       を通る破断 

Ｗｅ１

Ｗｅ２

Ａ２

Ａ３

Ａ１

Ｗｅ１ Ｗｅ２

Ｗｅ３

C L 

 

 

 

図 2-1 A 形（強め材のない場合） 
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Ｌ
Ｎ

 

Ｄ
ｉ

ｒ

Ｄ
ｏ

ｒ

ｔ
ｅ

 
ｔ

ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

ｔ
ｒ

ｒ
 

Ｌ
２

 

Ｌ
１

 
Ｌ２

Ｌ１

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

予想される破断形式 
・       を通る破断 
・       を通る破断 
・       を通る破断 

Ａｒ

ｄ 

α 

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ 

Ｄｏｅ

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ 

ＬＡ ＬＡ 

Ｗｅ３

Ｗｅ１

Ｗｅ２

Ａ２

Ａ３

Ａ１

Ａ４

Ｗｅ４

Ｗｅ５

Ｗｅ１ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ４ 

Ｗｅ２ Ｗｅ５ 

C L 

 

 

図 2-2 B 形（強め材のある場合） 
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Ｌ
１
 

Ｌ１

ｄ

ｔｃｒ ｔｃ 

ｔｃｏ 

ｔｂｎ

ｔｂｒ

ｔｂ Ｄｉｂ

Ｄｏｂ

ＬＮ

ＬＡ ＬＡ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

Ｗｅ３

Ａ１

Ｗｅ２

Ｗｅ１

Ａｒ

Ａ３

Ａ２

Ｒ

＊

予想される破断形式 

・    を通る破断 

・       を通る破断 

 

注記＊：Ａ３の面積で(Ｌ１)２以外の部分は， 

    補強面積評価上は考慮しない。 

Ｗｅ３

Ｗｅ１ Ｗｅ２

C L 

 

 

 

図 2-3 A 形（鏡板で強め材のない場合） 
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ｔｂｎ

ｔｂｒ

ｔｂ 

Ｄｏｂ 

Ｄｉｂ 

ｄＨ 

ｔ
ｃ

ｏ
 

ｔ
ｃ

 

ｔ
ｃ

ｒ
 

Ｌ
Ｎ

 

Ｌ
１

 

ｄ 

ＬＡ 

Ｌ１

ＬＡ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

予想される破断形式 
・    を通る破断 
・       を通る破断 

Ａｒ

Ａ２

Ｗｅ３

Ｗｅ１

Ｗｅ２

Ａ３

Ａ１

Ｗｅ３

Ｗｅ１ Ｗｅ２

C L 

 

 

 

図 2-4 A 形（平板で強め材のない場合） 
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Ｄ

ｏ
ｒ

 
Ｄ

ｉ
ｒ

 
ｔ

ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

ｔ
ｒ
ｒ

 

ｔｂｎ

ｔｂ

Ａｒ

d 

α 
ＬＡ ＬＡ 

Ａ２

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

注記＊：本形式における補強に有効な面積Ａ３はＡ形及びＢ形と同様に

Ａ３＝(Ｌ１)２･sinα･Ｓｂ／Ｓｒ（上記   部）として算出す

るものとし，同補強部外側の余肉部（上記   部）は，補強

面積評価上は考慮しない。 

Ａ３
＊

ｔｂｒ

Ｄｉｂ

Ｄｏｂ 

Ｌ
Ｎ

 

Ｌ１

Ｌ
１

 

Ａ３

Ａ１

C L 

 

 

 

図 2-5 C 形（一体形で強め材のない場合） 
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c. 穴の補強の要否 

穴の補強の要否は，設計・建設規格 PPC-3422 を適用する。 

(a) 算式 

補強を要しない穴の最大径は，次のイ項又はロ項で計算した値のいずれか大きい値

（ｄｆｒ）とする。 

イ. 平板以外の管に設ける穴であって，穴の径が 61mm 以下で，かつ，管の内径の 4

分の 1以下の穴（ｄｒ１） 

ロ. 平板以外の管に設ける穴であって，イ項に掲げるものを除き，穴の径が 200mm

以下で，かつ，設計・建設規格の図 PPC-3422-1 及び図 PPC-3422-2 により求めた

値以下の穴（ｄｒ２） 

直管又は曲げ管の場合   

３
２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｒｏｒｒ  

鏡板の場合 

３
２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｃｏｒ  

ただし，Ｋの値は次の算式による。 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ.82・Ｓ1

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

(ロ) さら形鏡板又は半だ円形鏡板の場合 

ｃ

ｏ

Ｓ・η・ｔ 1.82・

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

(ハ) 全半球形鏡板の場合 

ｃ

ｏ

Ｓ・η・ｔ 3.64・

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

ただし，Ｋ＞0.99 の場合はＫ＝0.99 とする。 

ハ. 平板に穴を設ける場合であって，平板の最小厚さ（ｔｃ）が次の式により計算

した値以上のもの 

(イ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の 2 分の 1以下の場合 

Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

ただし，Ｋの値は設計・建設規格 PPC-3413 の表 PPC-3413-1 中で(ｍ)の取

付け方法を除き，0.375 以上とすることを要しない。 
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(ロ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の 2 分の 1を超える場合 

Ｓ

2.25・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

(b) 評価 

補強を要しない穴の最大径（ｄｆｒ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）又は平板の最

小厚さ（ｔｃ）≧補強を要しない平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば，穴の補強計

算及び溶接部の強度計算は必要ない。 

必要な場合は，d 項以降による。 

 

d. 穴の補強に有効な範囲 

穴の補強に有効な範囲は，設計・建設規格 PPC-3424(1)a.を適用する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＡ）は，次の 2 つの式

より計算したいずれか大きい方の値 

イ. 直管又は曲げ管の場合 

＝ｄＬＡ  又は ｂｒ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

ロ. 鏡板の場合 

＝ｄＬＡ  又は ｂｃ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

ハ. 平板の場合 

ＨＡ＝ｄＬ  又は ｂｃ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝Ｌ

Ｈ
Ａ  

(b) 主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＮ）は，次の 2 つの式よ

り計算したいずれか小さい方の値 

イ. 直管又は曲げ管の場合 

ｒ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｅｂ＋ｔ＝2.5・ｔＬＮ  

ロ. 鏡板の場合 

ｃ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｂ＝2.5・ｔＬＮ  

ハ. 平板の場合 

ｃ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｂ＝2.5・ｔＬＮ  

e. 主管の厚さの計算 
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主管の計算上必要な厚さ（ｔｒｒ又はｔｃｒ）は，設計・建設規格 PPC-3424(1)b.(a)を

適用する。 

(a) 直管又は曲げ管の場合 

＋0.8・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

・ηｒ

ｏｒ
ｒｒ   ···············································  （内圧） 

ただし，η＝1.00 

4・Ｂ

3・Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｒ
ｒｒ   ··························································  （外圧） 

(b) 鏡板の場合 

イ. さら形鏡板 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
＝ｔｃｒ   ················································  （中低面） 

ただし，Ｗ＝1.00 及びη＝1.00 

Ｂ

）Ｒ＋ｔ（ Ｐ・
＝ｔ

ｃ
ｃｒ   ························································  （中高面） 

ロ. 半だ円形鏡板 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

・ＤＰ・Ｋ
＝ｔ

１
ｃｒ   ················································  （中低面） 

Ｂ

）Ｄ＋2・ｔ（ ・Ｐ・Ｋ
＝ｔ

ｃ
ｃｒ

Ｋ
  ···········································  （中高面） 

ハ. 全半球形鏡板 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ
＝ｔｃｒ   ················································  （中低面） 

Ｂ

）Ｒ＋ｔ（ Ｐ・
＝ｔ

ｃ
ｃｒ   ························································  （中高面） 

(c) 平板の場合 

Ｓ

Ｋ・Ｐ
＝ｄ・ｔｃｒ    

 

f. 管台の厚さの計算 

管台の計算上必要な厚さ（ｔｂｒ）は，設計・建設規格 PPC-3424(1)b.(b)を適用する。 

－1.2・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｂ

ｉｂ
ｂｒ   ·························································  （ 内 圧 ） 

4・Ｂ

3・Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｂ
ｂｒ   ······························································  （ 外 圧 ） 

 

g. 穴の補強計算 
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穴の補強計算は，設計・建設規格 PPC-3424(1)を適用する。 

(a) 算式 

イ. 補強に必要な面積 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

・(2－sinα)＝1.07・ｄ・ｔＡ ｒｒｒ  

(ロ) 鏡板の場合 

ｃｒｒ＝ｄ・ｔＡ  

(ハ) 平板の場合 

ｃｒｒ ・ｔ＝0.5・ｄＡ Ｈ  

ロ. 補強に有効な面積 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｒｒｒ１

ｒ

ｂ
ｂｒｂ

Ｓ

Ｓ
・α・Ｌ・cosec ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ Ｎ２    

ｒ

ｂ

Ｓ

Ｓ
α・・sin）Ｌ（＝Ａ ２

１３    

ｒ

ｅ

ｒ

ｅ
ｅｏｂｏｅ

Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＋

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－ＤＤ（＝Ａ ２

２４        

（強め材が有効範囲ＬＡ内にある場合） 

ｒ

ｅ
ｅｏｂ

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－Ｄ2・Ｌ（＝Ａ Ａ４    

（強め材が有効範囲ＬＡの外まである場合） 

４３２１０ ＋Ａ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(ロ) 鏡板の場合 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｃｒｃ１  

Ｓ

Ｓ
・Ｌ ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ

ｂ
・ｂｒｂ Ｎ２    

Ｓ

Ｓ
・ ）Ｌ（＝Ａ

ｂ２
１３    

３２１０ ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(ハ) 平板の場合 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ ＨＡｃｒｃ１  

Ｓ

Ｓ
・・Ｌ ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ

ｂ
ｂｒｂ Ｎ２    
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Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＝Ａ

ｂ２
１３     

３２１０ ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(b) 評価 

穴の補強に有効な面積（Ａ０）＞穴の補強に必要な面積（Ａｒ）ならば穴の補強は

十分である。 

 

h. 大穴の補強の要否 

大穴の補強の要否は，設計・建設規格 PPC-3424(4)を適用する。 

(a) 算式 

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ） 

イ. Ｄｉｒが 1500mm 以下の場合 

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／2 

ただし，500mm を超える場合 500mm とする。 

ロ. Ｄｉｒが 1500mm を超える場合 

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／3 

ただし，1000mm を超える場合 1000mm とする。 

(b) 評価 

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）ならば大穴

の補強計算は必要ない。 

必要な場合は，ｉ項以降による。 
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i. 大穴の補強に有効な範囲 

大穴の補強に有効な範囲は，設計・建設規格 PPC-3424(4)を適用する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 大穴の補強における管台の取付け形式 

図2-6～図2-10に大穴の補強における管台の取付け形式を示す。 

 

 

ｔ
ｒ
ｒ
 

ｄ

α

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ

Ｌ
Ｎ

Ｄ
 

Ｄ
ｉ
ｒ
 

Ｄ
ｏ
ｒ
 

ｔ
ｒ
 

ｔ
ｒ
ｏ
 

Ｌ
１
 

Ｌ１

ＬＡＤ ＬＡＤ 

ＡｒＤ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ２Ｄ

C L 

 

 

 

図 2-6 A 形（強め材のない場合） 
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α

ｄ

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ

Ｌ
Ｎ

Ｄ
 

Ｄ
ｉ

ｒ
 

Ｄ
ｏ

ｒ
 

ｔ
ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

ｔ
ｒ

ｒ
 

Ｌ
１
 

Ｌ１

ＬＡＤ ＬＡＤ

Ｄｏｅ

Ｌ２

Ｌ
２
 

ｔ
ｅ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

ＡｒＤ

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ４Ｄ

Ａ２Ｄ

C L 

 

 

 

図 2-7 B 形（強め材のある場合） 
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Ｌ
１
 Ｌ１

ｄ

ｔｃｒ
ｔｃ 

ｔｂｎ

ｔｂｒ

ｔｂ Ｄｉｂ

Ｄｏｂ

Ｒ

ＬＮＤ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

Ａ２Ｄ

ＬＡＤＬＡＤ

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

ＡｒＤ ｔｃｏ 

＊

注記＊：Ａ３Ｄの面積で(Ｌ１)２以外の部分は， 

    補強面積評価上は考慮しない。 

C L 

 

 

図 2-8 A 形（鏡板で強め材のない場合） 
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ｔｂｎ

ｔｂ

ｔｂｒ

ｔ
ｃ
ｏ
 

ｔ
ｃ
 

ｔ
ｃ
ｒ
 

ｄ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

Ｌ
１
 

Ｌ１

Ａ２Ｄ

Ｌ
Ｎ

Ｄ
 

ＬＡＤＬＡＤ

ｄＨ 

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

ＡｒＤ

C L 

 

 

 

図 2-9 A 形（平板で強め材のない場合） 
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Ｄ

ｏ
ｒ
 

Ｄ
ｉ

ｒ
 

ｔ
ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

ｔ
ｒ
ｒ
 

ＬＡＤ

Ｌ
Ｎ
Ｄ
 

α 

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

注記＊：本形式における補強に有効な面積Ａ３ＤはＡ形及びＢ形と同様に 

Ａ３Ｄ＝(Ｌ１)２・sinα・Ｓｂ／Ｓｒ（上記   部）として算出 

するものとし，同補強部外側の余肉部（上記   部）は，補強 

面積評価上は考慮しない。 

ＡｒＤ

ｄ

ＬＡＤ

Ａ３Ｄ
＊

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ

Ｄｉｂ

Ｄｏｂ 

Ｌ１

Ｌ
１
 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ２Ｄ

C L 

 

 

 

図 2-10 C 形（一体形で強め材のない場合） 
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(b) 穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲 

Ｌ
ｄ

2

ｄ

4
ＡＤ＝ ＋  

(c) 主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲 

ＬＮＤ Ｎ＝Ｌ  

j. 大穴の補強計算 

大穴の補強計算は，設計・建設規格 PPC-3424(4)を適用する。 

(a) 算式 

イ. 大穴の補強に必要な面積 

Ａ
2

3
ｒ ｒＤ

  
＝ ・Ａ  

ロ. 大穴の補強に有効な面積 

－ｄ）・Ｌ2）･（－Ｆ・ｔ・ｔ＝（Ａ ＡＤＤ ｒｒｒ１    

Ａ２ ２Ｄ＝Ａ  

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ
ｄ

4

Ｓ

Ｓ
２Ｄ ＮＤｂｒ

ｂ

ｒ
＝2・ －ｔ ・cosec ・Ｌ ・  

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ３ ３Ｄ＝Ａ  

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ３Ｄ＝ 0 

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ４ ４Ｄ＝Ａ  

（強め材が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ 3・
ｄ

2

Ｓ

Ｓ
４Ｄ ｏｂ ｅ

ｅ

ｒ
＝ －Ｄ ・cosec ・ｔ ・  

（強め材が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

 

Ａ０ １ ２ ３ ４Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋Ａ  

(b) 評価 

大穴の補強に有効な面積（Ａ０Ｄ）≧大穴の補強に必要な面積（ＡｒＤ）ならば大穴

の補強は十分である。 
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k. 2つ穴の補強計算 

2つ以上の穴の補強に有効な範囲が重なり合う場合の補強計算は，設計・建設規格 

PPC-3424(2)a.，b.及びc.を適用する。 

以下，直管の2つ穴の計算方法を示す。 

(a) 算式 

イ. 2つの穴の間にある主管の必要な断面積 

Ａｓｒ ｓ ｒｒ＝0.7・Ｌ ・ｔ ・Ｆ  

ロ. 2つの穴の間にある主管の断面積 

Ａ Ｌ
ｄ＋ｄ

2
ｓｏ ｓ ｒ

Ｄ
＝ － ・ｔ  

(b) 算式 

2つの穴の径の平均値の1.5倍の値 

Ｌ＝1.5・
ｄ＋ｄ

2

Ｄ
 

(c) 算式 

イ. 2つの穴の補強に必要な面積の2分の1 

Ａ
Ａ

2
ｒｉ

ｒ ｒｓ
＝

＋Ａ
 

Ａｒ及びＡｒｓは 1 つの穴の計算に準じる。 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積 

2

＋ＡＡ
＋

2

＋ＡＡ
＋

2

＋ＡＡ
）＋－ｔｔ（・

2

＋ｄｄ
－Ｌ＝Ａ

４ｓ４３ｓ３２ｓ
ｒｒｒｓｏｉ

２Ｄ      

Ａ２，Ａ２ｓ，Ａ３，Ａ３ｓ，Ａ４及びＡ４ｓは，1つの穴の計算に準じる。 

(d) 評価 

穴の補強は，以下の条件を満足すれば十分である。 

イ. 2つの穴の間にある主管の断面積（Ａｓｏ）≧2つの穴の間にある主管の必要な断面 

積（Ａｓｒ） 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積（Ａｏｉ）≧2つの穴の補強に必要な面積の2

分の1（Ａｒｉ） 

ハ. 2つの穴の中心間の距離（Ｌｓ）≧2つの穴の径の平均値の1.5倍（Ｌ） 
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l. 溶接部の強度計算 

溶接部の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3424(8)及び(9)を適用する。 

ただし，C形に関しては評価すべき溶接部がないため，強度計算は行わない。 

(a) 算式 

イ. 溶接部の負うべき荷重 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

ｒｒｒｒｒｒｒ Ｓ－ｄ）･・Ｌ2）･（－Ｆ・ｔ・ｔ－（・Ｓ＝ｄ・ｔＷ Ａ       

(ロ) 鏡板の場合 

Ｓ－ｄ）･・Ｌ2・（）－Ｆ・ｔ・ｔ・Ｓ－（＝ｄ・ｔＷ Ａｃｒｃｃｒ          

(ハ) 平板の場合 

Ｓ）･－ｄ・Ｌ2（・）－Ｆ・ｔ・ｔ・Ｓ－（・ｔ＝ｄＷ ＨＡＨ ｃｒｃｃｒ            

ロ. 溶接部の許容応力 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

３３

２２

１

・Ｆ＝ＳＳ

・Ｆ＝ＳＳ

・Ｆ＝ＳＳ

ｒ

ｒ

ｒ１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

 

(ロ) 鏡板又は平板の場合 

Ｓ

Ｓ

Ｓ

１ １

２ ２

３ ３

Ｗ

Ｗ

Ｗ

＝Ｓ・Ｆ

＝Ｓ・Ｆ

＝Ｓ・Ｆ

 

ハ. 溶接部の破断強さ 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

／2・Ｓ・Ｌ＝π・ＤＷ

・Ｓ・ｔ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

・Ｓ・Ｌ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

１２５

２４

３３

３２

１１１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

ｏｅｅ

ｅｂｅ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ

 

(ロ) 鏡板の場合 

／2・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

／2・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

・Ｓ・Ｌ ＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

３

３２

１１１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

ｂｅ３

ｂｅ

ｂｅ
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(ハ) 平板の場合 

／2・Ｓ・ｔ＝π・ｄＷ

／2・Ｓ・ｔ＝π・ｄＷ

・Ｓ・Ｌ＋ｔ
2

ｄ
＝π・Ｗ

３３

３２

１１１

ＷＨ

ＷＨ

Ｗ
Ｈ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ     

 

ニ. 予想される破断箇所の強さ 

(イ) A形の管台形式の場合 

Ｗｅｂｐ ｅ１ ３＝Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ３  

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ２ １ ２＝Ｗ ＋Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ ｅ１ ２＋Ｗ  

(ロ) B形の管台形式の場合 

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ１ １ ３＝Ｗ ＋Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ ｅ１ ３＋Ｗ  

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ２ ２ ４＝Ｗ ＋Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ ｅ２ ４＋Ｗ  

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ３ ２ ５＝Ｗ ＋Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ ｅ２ ５＋Ｗ  

(b) 評価 

イ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0以下の場合 

溶接部の強度は十分とみなし，溶接部の強度計算は行わない。 

ロ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0を超える場合 

溶接部の負うべき荷重（Ｗ）≦予想される破断箇所の強さ（ Ｗｅｂｐ１ ，

Ｗｅｂｐ２ ，Ｗｅｂｐ３ ）ならば溶接部の強度は十分である。 

(3) 補足 

a. 穴の補強計算，大穴の補強計算及び2つ穴の補強計算において面積の計算をする際，

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

ｂ

ｒ

ｂ ｅ

ｒ
又は, が1を超える場合は，値を1として計算する。 

b. 断面が長手軸となす角度により求めた係数Ｆは，1として計算する。 

c. 鏡板及び平板の補強計算は，本計算方法では取付け角度が90°で1つ穴のものについて

の計算方法を示す。 
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2.7 フランジの強度計算 

フランジの強度計算は，設計・建設規格 PPC-3414を適用する。 

計算は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ａ Ａ フランジの外径 mm 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

Ｂ１ Ｂ１ Ｂ＋ｇ０（ｆ≧1 のときの一体形フランジの場

合） 

Ｂ＋ｇ１（ルーズ形フランジ(差込み形フラン

ジ)及び一体形フランジでｆの最小採用値は 1

であるが，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3

図 4 より求まるｆが 1 未満となる場合） 

mm 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

ｄ ｄ 係数 

合）（一体形フランジの場・ｇ・ｈ
Ｖ

Ｕ
＝ ２

０ｏ  

）み形フランジ）の場合

差込（ルーズ形フランジ（
・ｇ・ｈ

Ｖ

Ｕ
＝ ２

０ｏ
Ｌ

  

mm3 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の

小さい方の径 

mm 

 ｄｉ 穴あきボルトの内径 mm 

ｅ ｅ 係数 

場合）　（一体形フランジの
ｈ

Ｆ
＝

ｏ
 

）み形フランジ）の場合

差込（ルーズ形フランジ（
　

ｈ

Ｆ
＝

ｏ

Ｌ
 

mm-1 

Ｆ Ｆ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 図 5又は表 4による。） 

－ 

ＦＬ ＦＬ ルーズ形フランジの係数(ＪＩＳ Ｂ ８２６

５ 附属書 3 図 6又は表 4 による。) 

－ 

ｆ ｆ ハブ応力修正係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書 3 図 4 又は表 4 による。） 

－ 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

ｇ０ ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

ｇ１ ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｈ Ｈ 圧力によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＤ ＨＤ 圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 N 

ＨＧ，ＨＧ ＨＧ ガスケット荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は継手接

触面に加える圧縮力 

N 

ＨＴ ＨＴ 圧力によってフランジに加わる全荷重とフラン

ジの内径面に加わる荷重との差 

N 

ｈ ｈ ハブの長さ mm 

ｈＤ ｈＤ ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

ｈＧ ｈＧ ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

ｈ０ ｈｏ Ｂ・ｇ０  mm 

ｈＴ ｈＴ ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

Ｋ Ｋ フランジの内外径の比 － 

Ｌ Ｌ 係数（＝ ＋
ｔ・ｅ＋1

Ｔ

ｔ

ｄ

３

） － 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

ＭＤ ＭＤ 内圧によってフランジの内径面に加わるモーメ

ント 

N･mm 

ＭＧ ＭＧ ガスケット荷重によるモーメント N･mm 

Ｍｇ Ｍｇ ガスケット締付時にフランジに作用するモーメ

ント 

N･mm 

Ｍ０ Ｍｏ 使用状態でフランジに作用するモーメント N･mm 

ＭＴ ＭＴ 内圧によってフランジに加わる全荷重とフラン

ジの内径面に加わる荷重との差によるモーメン

ト 

N･mm 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属

書 3 表 2による。） 

－ 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅(ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3による。) 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 － 

Ｍ Ｍｅ フランジ部に作用するモーメント N･mm 

ＰＦＤ Ｐ 設計圧力 

応力計算に用いる設計圧力は最高使用圧力又は

外面に受ける最高の圧力にＰｅｑを加えたもの

である。 

MPa 

Ｐｅｑ Ｐｅｑ 管の自重及びその他の機械的荷重によりフラン

ジ部に作用する曲げモーメントを圧力に換算し

た値 

３・Ｇπ

・Ｍ16
＝Ｐ

ｅ
ｅｑ

  
 

MPa 

 Ｐｏ 最高使用圧力（内圧） MPa 

Ｒ Ｒ ボルトの中心円からハブとフランジ背面との交

点までの半径方向の距離 

mm 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｔ Ｔ Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 による。） 

－ 

ｔ ｔ フランジの厚さ mm 

Ｕ Ｕ Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 による。） 

－ 

Ｖ Ｖ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 図 8又は表 4による。） 

－ 

ＶＬ ＶＬ ルーズ形フランジの係数(ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 図 9又は表 4による。) 

－ 

Ｗ，Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

Ｙ Ｙ Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 による。） 

－ 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 表 2 による。） 

N/mm2 

Ｚ Ｚ Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 による。） 

－ 

π π 円周率 － 

σａ σａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7

による。 

MPa 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

σｂ σｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7

による。 

MPa 

σｆ σｆａ 常温におけるフランジ材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による。 

MPa 

σｆ σｆｂ 最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応

力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による。 

MPa 

σＨ σＨｇ ガスケット締付時のハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＨ σＨｏ 使用状態でのハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲｇ ガスケット締付時のフランジの径方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲｏ 使用状態でのフランジの径方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴｇ ガスケット締付時のフランジの周方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴｏ 使用状態でのフランジの周方向応力 MPa＊ 

 形式 フランジの形式 － 

 NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート － 

 SUS-NON- 

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット(非石綿)(ステンレス鋼) － 

注記 ＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ

「MPa」に読み替えるものとする。 
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(2) フランジの形式 

フランジの形式及び各部の記号は，図2-11～図2-15による。 

ただし，Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

 
φ

Ａ

φ
Ｃ

Ｎ

ＨＤ

ＨＧ

ＨＴ

φ
Ｇ

ｂ

ｇ
０

ｇ
１

ｈ
Ｔ ｈ

Ｇ

ｈ
Ｄ

φ
Ｂ

Ｗ

ｈｔ
ガスケット

 

注：ハブのテーパが 6°以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

ＴＹＰＥ－1 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 a) 4) 

 

ｇ
０

ガスケット

φ
Ａ

φ
Ｃ

Ｎ

ＨＤ

ＨＧ

ＨＴ

φ
Ｇ

ｂ

ｇ
１

ｈ
Ｔ ｈ

Ｇ

ｈ
Ｄ

φ
Ｂ

Ｗ

ｈｔ

 

注：ハブのテーパが 6°以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

ＴＹＰＥ－2 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 a) 4) 

 

図 2-11 ルーズ形フランジ（差込み形フランジ） 
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ガスケット

φ
Ａ

φ
Ｃ

Ｎ

ＨＤ

ＨＧ

ＨＴ

φ
Ｇ

ｂ

ｇ
０

ｇ
１

ｈ
Ｔ ｈ

Ｇ

ｈ
Ｄ

φ
Ｂ

Ｗ

ｈｔ

 

注：ハブのテーパが 6°以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

ＴＹＰＥ－3 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 a) 5) 

 

図 2-12 ルーズ形フランジ（差込み形フランジ） 
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ＨＧｈ
Ｇ

 

2 

ガスケット

2
 φ

Ａ
 

φ
Ｃ

 Ｎ
 

ＨＤ

ＨＴ

Ｒ
 

φ
Ｇ
 

ｂ
 

ｇ
１
 

ｇ
０
 

ｇ
１
 
ｇ

１
 

ｈ
Ｔ

 

ｈ
Ｄ

 

φ
Ｂ
 

Ｗ

ｈ＊ｔ

 

ＴＹＰＥ－4 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b) 8) 

 

 

2
 

ガスケット

2
 φ

Ａ
 

φ
Ｃ
 Ｎ

 

ＨＤ

ＨＧ

ＨＴ

Ｒ
 

φ
Ｇ
 

ｂ
 

ｇ
１
 

ｇ
０
 

ｇ
１
 
ｇ

１
 

ｈ
Ｔ

 

ｈ
Ｇ

 

ｈ
Ｄ

 

φ
Ｂ
 

Ｗ

ｈ＊ｔ

 

ＴＹＰＥ－5 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b) 8) 

 

注記＊：フランジに近いハブのこう配が 1／3 以下の場合は，ｈは下図に従う。 

 

ｇ
０

ｈ

 

図 2-13 一体形フランジ 
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Ｎ

2ｇ０＝ｇ１

ガスケット

φ
Ａ

φ
Ｃ

ＨＤ

ＨＧ

ＨＴ

Ｒ

φ
Ｇ

ｂ

ｇ
１

ｈ
Ｔ ｈ

Ｇ

ｈ
Ｄ

φ
Ｂ

Ｗ

ｔ

 

ＴＹＰＥ－6 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b) 6) 

 

図 2-14 一体形フランジ 
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2
 

Ｎ
 

ｇ
１
 

ｇ
１
 

ｈ
ガスケット

φ
Ａ

 

φ
Ｃ

 ＨＤ

ＨＧ

ＨＴ

φ
Ｇ

 

Ｒ
 

φ
Ｂ

 

ｂ
 

ｇ
０
 ｈ

Ｔ
 

ｈ
Ｇ

 

ｈ
Ｄ

 

Ｗ

ｔ

 

ＴＹＰＥ－7 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 c) 12) 

（一体形フランジとして計算） 

 

 ｈ
ｇ

１
 

ＨＧｈ
Ｇ

 

2
 

ガスケット

φ
Ａ

 

φ
Ｃ

 Ｎ
 

ＨＤ
ＨＴ

Ｒ
 

φ
Ｇ

 

ｂ
 

ｇ
０
 

ｇ
１
 

ｈ
Ｔ

 

ｈ
Ｄ

 

φ
Ｂ

 

Ｗ

ｔ

 

ＴＹＰＥ－8 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 c) 11) 

（一体形フランジとして計算） 

 

図 2-15 任意形フランジ 
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(3) 内圧計算手順及び算式 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガスケット座の基

本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mm の場合 

ｂ＝ｂｏ 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂｏ＞6.35mm の場合 

ｂ＝ ｏｂ2.52・  

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 3 による。 

b. 計算上必要なボルト荷重 

(a) 使用状態で必要なボルト荷重 

・Ｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍＨ

・Ｐ・Ｇ
4

π
Ｈ＝

＝Ｈ＋ＨＷ

ｇ

ｍ

Ｐ

Ｐ

２

１

    

(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ  

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａ
Ｗ

ｍ
ｍ

ｂ
１

１
＝

σ
 （使用状態） 

Ａ
Ｗ

ｍ
ｍ

ａ
２

２
＝

σ
 （ガスケット締付時） 

）・ｎ－ｄ・（ｄ
4

π
＝Ａ

），ＡＡ（Max＝Ａ

２２

２１

ｉｂｂ

ｍｍｍ

  
 

d. フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗｏ ｍ１＝Ｗ    （使用状態） 

Ｗ
Ａ

2
ｇ

ｍ ｂ
ａσ＝

＋Ａ
・  （ガスケット締付時） 
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e. 使用状態でフランジに加わる荷重 

Ｈ
π

4

Ｈ

Ｈ

Ｄ

Ｇ

Ｔ Ｄ

２

ｏ

＝ ・Ｂ ・Ｐ

＝Ｗ －Ｈ

＝Ｈ－Ｈ

 

f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

フランジの形式 ｈＤ  ｈＧ  ｈＴ  

一体形フランジ Ｒ＋0.5・ｇ１  Ｃ－Ｇ

2
 

Ｒ＋ｇ

2

Ｇ１＋ｈ

ルーズ形フランジ 

（差込み形フランジ）

Ｃ－Ｂ

2  
Ｃ－Ｇ

2  
ｈ

2

Ｄ Ｇ＋ｈ
 

 

ただし， 

Ｒ＝
Ｃ－Ｂ

2
１－ｇ  

g. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｄ Ｄ Ｄ

Ｇ Ｇ Ｇ

Ｔ Ｔ Ｔ

Ｄ Ｇ Ｔｏ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｍ ＋Ｍ ＋Ｍ

 

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

Ｍ
Ｃ－Ｇ

2
ｇ ｇ＝Ｗ ・  

i. 一体形フランジ及びルーズ形フランジ（差込み形フランジ）の応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

ｏ
ｏ

ｏ

ｏ
ｏ

ｏｏ
ｏ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂt

・ＭＹ
＝

Ｂ・・ｔＬ

）・Ｍ1・ｔ・ｅ＋1.33（
＝

・ｇ4

・ＢＰ
＋

・ＢＬ・ｇ

・Ｍｆ
＝

２

２

０
２

１
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(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

ｇ
ｇ

ｇ

ｇ
ｇ

ｇ
ｇ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂｔ

・ＭＹ
＝

・Ｂ・ｔＬ

Ｍ）・1・ｔ・ｅ＋.331（
＝

Ｂ・ｇ・Ｌ

・Ｍｆ
＝

２

２

２
１

  

  
    

  

 

ただし， 

Ｌ＝
ｔ・ｅ＋1

Ｔ

ｔ

ｄ

３

＋  

ｈ Ｂ・ｇｏ ０＝  

ｄ＝
Ｕ

Ｖ
０

２・ｈ ・ｇｏ  （一体形フランジ） 

ｄ＝
Ｕ

ＶＬ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ  （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

ｅ＝
Ｆ

ｈｏ
 （一体形フランジ） 

ｅ＝
Ｆ

ｈ

Ｌ

ｏ
 （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

また，Ｂが20・ｇ１より小さいときは，ハブの軸方向の応力（σＨｏ）及びσＨｇの計

算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 

j. 評価 

内圧を受けるフランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

(a) ボルトの総有効断面積 Ａｍ＜Ａｂ 

(b) ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

(c) フランジの径方向応力 

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

(d) フランジの周方向応力 

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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(4) 外圧計算手順及び算式 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガスケット座の基

本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mm の場合 

ｂ＝ｂｏ 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂｏ＞6.35mm の場合 

ｏｂｂ＝2.52・   

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

b. 計算上必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａ ＝ｍ２
Ｗ

σ

ｍ

ａ

２
 

Ａ ＝ ・（ｄ －ｄ ）・ｎｂ ｂ ｉ
２ ２π

4
 

d. フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗ ＝
Ａ ＋Ａ

・ｇ
ｍ ｂ

ａ
２

σ
2

 

e. 使用状態でフランジに加わる荷重 

Ｈ＝ ・Ｇ ・Ｐ２π

4
 

Ｈ ＝ ・Ｂ ・ＰＤ
２π

4
 

ＨＴ＝Ｈ－ＨＤ 
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f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ 

一体形フランジ Ｒ＋0.5・ｇ１ 
Ｃ－Ｇ

2
 

Ｒ＋ｇ ＋ｈ

2

１ Ｇ
 

ルーズ形フランジ 

（差込み形フランジ）

Ｃ－Ｂ

2
 

Ｃ－Ｇ

2
 

ｈ ＋ｈ

2

Ｄ Ｇ
 

 

ただし， 

Ｒ＝
Ｃ－Ｂ

2
－ｇ１

 

g. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

Ｍｏ＝ＨＤ・（ｈＤ－ｈＧ）＋ＨＴ・（ｈＴ－ｈＧ） 

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

Ｍｇ＝Ｗｇ・ｈＧ 

i. 一体形フランジ及びルーズ形フランジ（差込み形フランジ）の応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

ｏ
ｏ

ｏ

ｏ
ｏ

ｅ

２

ｏ
ｏ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂt

・ＭＹ
＝

Ｂ・・ｔＬ

・Ｍ1）・ｔ・ｅ＋（1.33
＝

・ｇ4

・ＢＰ
＋

・ＢｇＬ・

・Ｍｆ
＝

２

２

０１

 

(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

ｇ
２

ｇ
ｇ

２

ｇ
ｇ

２
１

ｇ
ｇ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂｔ

・ＭＹ
＝

・Ｂ・ｔＬ

）・Ｍ1・ｔ・ｅ＋1.33（
＝

Ｂ・Ｌ・ｇ

・Ｍｆ
＝

 

ただし， 

Ｌ＝
ｔ・ｅ＋1

Ｔ
＋

ｔ

ｄ

３

 

ｈ ＝ Ｂ・ｇｏ ０  

ｄ＝
Ｕ

Ｖ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ  （一体形フランジ） 

ｄ＝
Ｕ

ＶＬ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ  （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

ｅ＝
Ｆ

ｈｏ
 （一体形フランジ） 
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ｅ＝
Ｆ

ｈ

Ｌ

ｏ
 （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

また，Ｂが20・ｇ１より小さいときは，ハブの軸方向の応力（σＨｏ）及びσＨｇの計

算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 

j. 評価 

外圧を受けるフランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

(a) ボルトの総有効断面積 Ａｍ２＜Ａｂ 

(b) ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

(c) フランジの径方向応力 

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

(d) フランジの周方向応力 

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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2.8 伸縮継手の強度計算 

伸縮継手の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3416を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

ｂ ｂ 継手部の波のピッチの 2分の 1 mm 

ｃ ｃ 継手部の層数 － 

Ｅ Ｅ 材料の縦弾性係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1

による。 

MPa 

ｈ ｈ 継手部の波の高さ mm 

Ｎ Ｎ 許容繰返し回数 － 

 Ｎｒ 実際の繰返し回数 － 

ｎ ｎ 継手部の波数の 2 倍の値 － 

ｔ ｔ 継手部の板の厚さ mm 

 Ｕ 実際の繰返し回数(Ｎｒ)／許容繰返し回数(Ｎ) － 

δ δ 全伸縮量 mm 

σ σ 継手部応力 MPa 

 算式 

A 

 

調整リング無しの場合 

－ 

 B 調整リング付きの場合  

(2) 継手部の形状 

継手部の形状を図2-16に示す。 

ｈ

ｂ

ｔ

 

図 2-16 継手部の形状 
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(3) 算式 

伸縮継手の許容繰返し回数は 

3.5

σ

11031
Ｎ＝  

ただし，材料がステンレス鋼及び高ニッケル合金のものに限る。 

a. 調整リングが付いていない場合の継手部応力 

・ｃ・ｔ2

・ｈＰ
＋

・ｈｂ・ｎ

・Ｅ・ｔ・1.5
＝

２

２

３

δ
σ   ······························································ (Ａ) 

b. 調整リングが付いている場合の継手部応力 

ｔ・ｃ

・ｈＰ
＋

・ｈｂ・ｎ

・Ｅ・ｔ・1.5
＝

３

δ
σ   ·································································· (Ｂ) 

(4) 評価 

実際の繰返し回数（Ｎｒ）と許容繰返し回数（Ｎ）の比（Ｕ＝Ｎｒ／Ｎ）がＵ≦1であれば，

伸縮継手の強度は十分である。 

実際の繰返し回数が2種類以上の場合は，実際の繰返し回数と許容繰返し回数の比を加え 

た値（Ｕ＝
i

ｒｉ ｉ( )Ｎ ／Ｎ ）がＵ≦1であれば，伸縮継手の強度は十分である。 
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別紙 1 基本板厚計算書の概略系統図記載要領 
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基本板厚計算書の概略系統図記載要領については，添付書類「Ⅳ－3－2－2 クラス１管の強度

計算書 別紙１ 基本板厚計算書の概略系統図記載要領」による。 
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別紙 2 管の基本板厚計算書のフォーマット 
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管の基本板厚計算書のフォーマットについては，添付書類「Ⅳ－3－2－2 クラス１管の強度計

算書 別紙 2 管の基本板厚計算書のフォーマット」による。 
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第二部 クラス２管の応力計算方法
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本計算方法は，発電用原子力設備のうち，管の応力計算書（以下「計算書」という。）につ

いて説明するものである。 

 

1.2 適用規格 

適用規格を以下に示す。 

(1)実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」とい

う。） 

(2)実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（以下「技術基準規則解

釈」という。） 

(3)発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥＳ

ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年）（以下「設計・建設規格」という。） 

 

2. クラス２管の強度計算方法 

2.1 計算方針 

   技術基準規則解釈において，技術基準規則第 17 条に規定の要求に適合する材料及び構造と   

は，設計・建設規格によることから，クラス２管は，設計・建設規格 PPC-3500 による評価

を実施する。 

 

2.2 計算方法 

2.2.1 解析による計算 

応力計算についての計算は三次元多質点系はりモデルによる解析により実施する。配管

系の動的解析手法としては，スペクトルモーダル解析法を用いる。なお，解析は解析コー

ド「ＨＩＳＡＰ」を使用する。評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要に

ついては，「Ⅴ-5-4 計算機プログラム（解析コード）の概要・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦ

Ｅ」に示す。 

 

2.2.1.1 解析モデルの作成 

配管系の解析モデル作成に当たっては，以下を考慮する。 
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(1)配管系は三次元多質点系モデルとし，曲げ，せん断，ねじり及び軸力に対する剛性を考慮

する。 

(2)弁等の偏心質量がある場合には，その影響を評価できるモデル化を行う。また，弁の剛性

を考慮したモデル化を行う。 

(3)同一モデルに含める範囲は，原則としてアンカ点からアンカ点までとする。 

(4)分岐管がある場合には，その影響を考慮できるモデル化を行う。ただし，母管に対して分

岐管の径が十分に小さく，分岐管の振動が母管に与える影響が小さい場合にはこの限りで

はない。 

(5)質点は応力が高くなると考えられる点に設定するとともに，代表的な振動モードを十分に

表現できるように，適切な間隔で設ける。 

(6)配管の支持構造物は，以下の境界条件として扱うことを基本とする。 

a. レストレイント：拘束方向の剛性を考慮する。 

b. スナッバ：拘束方向の剛性を考慮する。 

c. アンカ：6 方向を固定と扱う。 

d. ガイド：拘束方向及び回転拘束方向の剛性を考慮する。 

(7)配管系の質量は，配管自体の質量（フランジ部含む。）の他に弁等の集中質量，管内流体

の質量，付加質量として保温材等の質量を考慮するものとする。 

 

2.2.1.2 解析条件 

解析において考慮する解析条件を以下に示す。 

(1) 荷重条件 

a. 内圧 

b. 機械的荷重（自重及びその他の長期的荷重） 

c. 機械的荷重（逃し弁又は安全弁の吹出し反力及びその他の短期的荷重） 

d. 熱膨張及び熱による支持点の変位による応力 

  

  



 

2-3 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
4
 R
0 

 

2.2.2 計算式 

2.2.2.1 記号の定義 

計算式中に説明のない記号の定義は下表のとおりとする。 

記号 単位 定義 

Ｂ１，Ｂ２， 

Ｂ２ｂ，Ｂ２ｒ 
－ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（一次応力の計算に使用するもの） 

Ｄ０ mm 管の外径 

ｆ － 設計・建設規格 PPC-3530 に規定する許容応力低減係数 

ｉ１ － 
設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.33 のいずれか

大きい方の値 

ｉ２ － 
設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.0 のいずれか

大きい方の値 

Ｍａ N･mm 
管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る。）により

生ずるモーメント 

Ｍａｂ N･mm 

管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の機械的荷

重（自重その他の長期的荷重に限る。）により生ずるモーメ

ント 

Ｍａｒ N･mm 

管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷重

（自重その他の長期的荷重に限る。）により生ずるモーメン

ト 

Ｍｂ N･mm 
管の機械的荷重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の

短期的荷重に限る。）により生ずるモーメント 
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記号 単位 定義 

Ｍｂｂ N･mm 

管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の機械的荷

重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重に

限る。）により生ずるモーメント 

Ｍｂｒ N･mm 

管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷重

（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重に限

る。）により生ずるモーメント 

Ｍｃ N･mm 
管の熱による支持点の変位及び熱膨張により生ずるモーメン

ト 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｐｍ MPa 内面に受ける最高の圧力 

Ｓａ MPa 設計・建設規格 PPC-3530 に規定する許容応力 

Ｓｃ MPa 室温における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に規

定する材料の許容引張応力 

Ｓｈ MPa 使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

に規定する材料の許容引張応力 

Ｓｎ MPa 一次＋二次応力 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

ｔ mm 管の厚さ 

Ｚ，Ｚｉ mm3 管の断面係数 

Ｚｂ mm3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係数 

Ｚｒ mm3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数 
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2.2.2.2 応力計算 

    (1) 設計・建設規格 PPC-3500 による評価 

a. 一次応力（設計・建設規格 PPC-3520） 

(a) 最高使用圧力及び機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る。）による一次応力 

イ. 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２ｂ･Ｍａｂ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ･Ｍａｒ／Ｚｒ≦1.5･Ｓｈ 

ロ. イ.以外の管 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･Ｍａ／Ｚ≦1.5･Ｓｈ 

(b) 内面に受ける最高の圧力及び機械的荷重（自重その他の長期的荷重及び逃し弁又は

安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重）による一次応力 

イ .管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１･Ｐｍ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２ｂ･(Ｍａｂ＋Ｍｂｂ)／Ｚｂ＋ 

Ｂ２ｒ･(Ｍａｒ＋Ｍｂｒ)／Ｚｒ≦1.8･Ｓｈ 

ロ. イ.以外の管 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１･Ｐｍ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･(Ｍａ＋Ｍｂ)／Ｚ≦1.8･Ｓｈ 

b. 一次＋二次応力（設計・建設規格 PPC-3530） 

(a) 最高使用圧力及び機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る。）による一次＋二

次応力 

Ｓｎ＝Ｐ･Ｄ０／(4･ｔ)＋(0.75･ｉ１･Ｍａ＋ｉ２･Ｍｃ)／Ｚ 

(b) 内面に受ける最高の圧力及び機械的荷重（自重その他の長期的荷重及び逃し弁又は

安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重）による一次＋二次応力 

Ｓｎ＝Ｐ･Ｄ０／(4･ｔ)＋{0.75･ｉ１･(Ｍａ＋Ｍｂ)＋ｉ２･Ｍｃ)／Ｚ 

(c) (a)に対する許容応力 

Ｓａ＝1.25･ｆ･Ｓｃ＋(1＋0.25･ｆ)･Ｓｈ 

(d) (b)に対する許容応力 

Ｓａ＝1.25･ｆ･Ｓｃ＋(1.2＋0.25･ｆ)･Ｓｈ 

2.2.3 荷重の組合せ及び許容応力 

計算における荷重の組合せ及び許容応力を以下に示す。 
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表 2-1 荷重の組合せ 

管クラス 設備 荷重の組合せ 許容応力状態 

クラス２管 
原子炉格納容器 

バウンダリ 

Ｐ＋Ｄ 

Ⅰ，Ⅱ 

Ｐ＋Ｄ＋Ｍ 

 

表 2-2 許容応力（クラス２管） 

許容応

力状態 
荷重の組合せ 

一次応力 

（曲げ応力

を含む。） 

一次＋二次応力 

Ⅰ，Ⅱ 

Ｐ＋Ｄ 1.5Ｓｈ Ｓａ＝1.25･ｆ･Ｓｃ＋(1＋0.25･ｆ)･Ｓｈ 

Ｐ＋Ｄ＋Ｍ 1.8Ｓｈ 
Ｓａ＝1.25･ｆ･Ｓｃ＋(1.2＋0.25･ｆ)･Ｓ

ｈ 

 

表 2-1，表 2-2 中の記号 

Ｐ：内圧による荷重 

Ｄ：自重その他の長期的荷重 

Ｍ：逃し弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重 
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2.2.4 計算精度と桁処理方法 

計算精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の桁処理方法は表 2-6 に示すとおりであ

る。 

表 2-3 数値の桁処理方法 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧力＊1 MPa － － 小数点以下第 2位＊2

温度 ℃ － － 整数位 

長
さ 

下記以外の長さ mm － － 小数点以下第 1位 

鳥瞰図記載 mm 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

応
力 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：必要に応じて kPa を使用し，MPa 表示を（  ）内に併記する。また，静水頭は「静

水頭」と表示する。 

＊2：必要に応じて小数点以下第 3 位又は第 4位を用いる。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力及び降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と

する。 
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3. 計算書の構成 

3.1 管の応力計算書 

(1) 概要 

本計算方法に基づき，管の応力計算を実施した結果を示す旨を記載する。 

(2) 概略系統図及び鳥瞰図 

a. 概略系統図 

工事計画記載範囲の管を含む概略系統図を添付する。ただし，工事計画記載範囲のす

べてについて既工認における評価結果の確認による評価を実施した系統については，既

工認の計算書番号等を記載のうえ，添付を省略する。 

b. 鳥瞰図 

工事計画記載範囲の管を含む解析モデルの解析モデル図を添付する。ただし，以下に

該当する場合は，その旨を記載のうえ，添付を省略する。 

 (a) 既工認における評価結果の確認による評価を実施した範囲 

既工認の計算書番号等を記載の上，添付を省略する。 

(3) 計算条件 

本項目記載内容及び添付フォーマットを以下に示す。ただし，鳥瞰図の添付を省略した

範囲については，同様の理由で添付を省略する。 

a. 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

を示す。 

 

管番号 対応する評価点
最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

外径 

（mm）

厚さ 

（mm）
材料 

耐震 

クラス
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b. 材料及び許容応力 

材料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa）＊ 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

      

      

      

注記 ＊：評価に使用しない許容応力については欄を設けない。 

 

(4) 評価結果 

工事計画記載範囲の管の各応力区分における最大発生応力の評価点の評価結果を示した

表を解析モデル単位に添付する。解析モデルは各応力区分における裕度最小モデルを添付

する。添付フォーマットを以下に示す。 

 

        a. 設計・建設規格 PPC-3500 による評価結果 

鳥瞰図 

供用 

状態 

最大応力 

評価点 

最大応力 

区分＊1 

一次応力評価 

（MPa） 

一次＋二次応力評価 

（MPa） 

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力＊2

Ｓｐｒｍ（１） 1.5・Ｓｈ Ｓｎ（ａ） Ｓａ（ｃ） 

Ｓｐｒｍ（２） 1.8・Ｓｈ Ｓｎ（ｂ） Ｓａ（ｄ） 

鳥瞰図 

番号 

（Ａ，Ｂ）  Ｓｐｒｍ（１） Max 1.5・Ｓｈ   

（Ａ，Ｂ）  Ｓｎ（ａ）   Max Ｓａ（ｃ） 

（Ａ，Ｂ）  Ｓｐｒｍ（２） Max 1.8・Ｓｈ   

（Ａ，Ｂ）  Ｓｎ（ｂ）   Max Ｓａ（ｄ） 
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注記 ＊1：Ｓｐｒｍ（１），Ｓｐｒｍ（２）はそれぞれ，設計・建設規格 PPC-3520(1)，(2)に基づき計算し

た一次応力，Ｓｎ（ａ），Ｓｎ（ｂ）はそれぞれ，設計・建設規格 PPC-3530(1)a，b に基づ

き計算した一次＋二次応力を示す。 

＊2：Ｓａ（ｃ），Ｓａ（ｄ）はそれぞれ，設計・建設規格 PPC-3530(1)c，d に基づき計算した許

容応力を示す。 

 

 

 


